
 

 

 廃炉発官Ｒ８第５３号 

令 和 ８ 年 ７ 月 ３ 日 

 

原 子 力 規 制 委 員 会 殿 

 

 

                                東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 

                                   東京電力ホールディングス株式会社 

            代表執行役社長  小早川 智明  

 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 変更認可申請書 

 

 

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６４条の３第２項の規定

に基づき，別紙の通り，「福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」 の

変更認可の申請をいたします。 

 

                                                              以 上 

 

  



別紙（1 / 1） 
 

「福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」について，下記の箇所

を別添の通りとする。 

 

変更箇所，変更理由及びその内容は以下の通り。 

   

○福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 

福島第一原子力発電所内の組織間のインターフェイスロスを削減し，意思決定

を迅速かつ柔軟に実施することを目的に組織の変更を行う。組織の変更に伴い，

下記の通り変更を行う。 

 

 

Ⅲ 特定原子力施設の保安 

第１編 （１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置) 

第２章 品質保証 

第３条 

・組織改編に伴う変更 

第３章 体制及び評価 

第４条，第５条，第７条 

・組織改編に伴う変更 

第４章 運転管理 

第１６条の２，第１７条，第２０条，第２２条 

・組織改編に伴う変更 

第６章 放射性廃棄物管理 

第４０条 

・組織改編に伴う変更 

附則 

・組織改編に伴う変更 

 

第２編 （５号炉及び６号炉に係る保安措置） 

第２章 品質保証 

第３条 

・組織改編に伴う変更 

第３章 体制及び評価 

第４条，第５条，第７条 

・組織改編に伴う変更 

第６章 放射性廃棄物管理 

第８７条の４ 

・組織改編に伴う変更 

附則 

・組織改編に伴う変更 

 

以 上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第１編 

 
（１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置） 
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第２章 品質保証 

 

（品質マネジメントシステム計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質マ

ネジメントシステム計画を定める。 

 

【品質マネジメントシステム計画】 

1. 目的 

 本品質マネジメントシステム計画は，福島第一原子力発電所（以下「発電所」という。）

の安全を達成・維持・向上させるため，「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に

必要な体制の基準に関する規則及び同規則の解釈」（以下「品質管理基準規則」という。）

に従って，発電所における保安活動に係る品質マネジメントシステム（以下「品質マネジ

メントシステム」という。）を確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善するとともに，

安全文化及び安全のためのリーダーシップによって原子力の安全を確保することを目的と

する。 

 

2. 適用範囲 

 本品質マネジメントシステム計画は，発電所の保安活動に適用する。 

 

3. 用語の定義 

 以下を除き品質管理基準規則の定義に従う。 

(1) 特定原子力施設：福島第一原子力発電所を構成する構築物，系統及び機器等の総称 

(2) ニューシア：原子力施設の事故又は故障等の情報並びに信頼性に関する情報を共有し

活用することにより，事故及び故障等の未然防止を図ることを目的として，一般社団法

人 原子力安全推進協会が運営するデータベース（原子力施設情報公開ライブラリー）の

ことをいう。 

(3) BWR 事業者協議会：国内 BWR プラントの安全性及び信頼性を向上させるために，電力会

社とプラントメーカーとの間で情報を共有し，必要な技術的検討を行う協議会のことを

いう。（以下，本条及び第６８条において同じ。） 
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4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組織」という。）は，本品質マネジ

メントシステム計画に従って，品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，

かつ，維持する。また，その品質マネジメントシステムの実効性を維持するため，継続的

に改善する。 

(2) 組織は，保安活動の重要度に応じて，品質マネジメントシステムを確立し，運用する。

この場合，以下の事項を適切に考慮し，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分

類に関する審査指針（以下「重要度分類指針」という。）を参考として，品質マネジメン

トシステム要求事項の適用の程度についてグレード分けを行う。 

a) 業務・特定原子力施設又は組織の重要度及びこれらの複雑さの程度 

b) 特定原子力施設の品質又は業務に関連する原子力安全に影響を及ぼすおそれのある

もの及びこれらに関連する潜在的影響の大きさ 

c) 機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は業務が不適切に計画され，若

しくは実行されたことにより起こり得る影響 

(3) 組織は，保安活動の重要度に応じて，資源の適切な配分を行う。 

(4) 組織は，特定原子力施設に適用される法令・規制要求事項を明確に認識し，「文書及

び記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づき各基本マニュア

ル等に明記する（7.2.1 参照）。 

(5) 組織は，品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にするとともに，そのプ

ロセスを組織に適用することを「原子力品質保証規程」に定め，次の事項を実施する。 

a) プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成される結果を明確

にする。 

b) これらのプロセスの順序及び相互関係（組織内のプロセス間の相互関係を含む。）を

図１のとおりとする。 

c) これらのプロセスの運用及び管理のいずれもの実効性の確保に必要なパフォーマン

スを示す指標（Performance Indicator）（以下「PI」という。），並びに判断基準及び

方法を明確にする。 

d) これらのプロセスの運用並びに監視及び測定に必要な資源及び情報を利用できる体

制を確保する。これには，責任及び権限の明確化を含める。 

e) これらのプロセスの運用状況を監視し，適用可能な場合には測定し，分析する。 

f) これらのプロセスについて，計画の目的を達成するため，かつ，実効性を維持するた

めに必要な処置（プロセスの変更を含む。）をとる。 

g) これらのプロセス及び組織を品質マネジメントシステムとの整合がとれたものにす

る。 
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h) 原子力安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じた場合には，原子力安

全が確保されるようにする。これには，セキュリティ対策が原子力安全に与える潜在的

な影響と，原子力安全に係る対策がセキュリティに与える潜在的な影響を特定し，解決

することを含む。 

(6) 組織は，安全文化として目指している状態を含め「健全な安全文化の育成及び維持に

係る基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」を定めるとともに，技術的，人的

及び組織的な要因の相互作用を適切に考慮して，効果的な取り組みを通じて，健全な安

全文化を育成し，及び維持する。 

(7) 組織は，業務・特定原子力施設に係る要求事項（法令・規制要求事項を含む。）への

適合に影響を及ぼすプロセスを外部委託することを決めた場合には，当該プロセスの管

理を確実にする。
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4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。これらの文書は，保安活

動の重要度に応じて作成し，当該文書に規定する事項を実施する。また，これらの文書体

系を図２に，各マニュアルと各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作

成する。 

a) 品質方針及び品質目標 

b) 原子力品質保証規程 

改善プロセス 

（8.3，8.5.1，8.5.2，8.5.3 参照） 

評価プロセス 

監視及び測定，分析プロセス 

（8.2.1，8.2.3，8.2.4，8.4 参照） 

運営管理プロセス（4.，5．参照） 

 方針管理プロセス（5.参照） 

業務の計画及び実施プロセス（7．参照） 

評
価
プ
ロ
セ
ス 

内
部
監
査
プ
ロ
セ
ス
（8

.
2.2

参
照
） 

資
源
の
運
用
管
理
プ
ロ
セ
ス 

イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
，
環
境
管
理
プ
ロ
セ
ス
（6

.
3,
6.4

参
照
） 

教
育
・ 

訓
練
プ
ロ
セ
ス
（6

.2

参
照
） 

運
営
管
理
プ
ロ
セ
ス
（4

.
,
5.

参
照
） 

文
書
・
記
録
管
理
プ
ロ
セ
ス
（4

.2

参
照
） 

運転管理， 

燃料管理， 

放射性廃棄物管理， 

放射線管理， 

施設管理， 

緊急時の措置， 

廃止措置， 

法令等の遵守， 

健全な安全文化の

育成及び維持 

の各プロセス 

設
計
・
開
発
プ
ロ
セ
ス 

（7
.3

参
照
） 

調
達
管
理
プ
ロ
セ
ス 

（7
.4

参
照
） 

図１．品質マネジメントシステムにおけるプロセス間の相互関係 
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c) 品質管理基準規則が要求する“手順書等”である以下の文書及び記録 

第3条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 管理箇所 

4.2，7.2.2 4.2，7.2.2 
文書及び記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推

進カンパニー） 
原子力安全・統括部 

8.2.2，8.5.1 8.2.2，8.5.1 原子力品質監査基本マニュアル 内部監査室 

8.3，8.5.1, 

8.5.2，8.5.3 

8.3，8.5.1, 

8.5.2，8.5.3 

不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュ

アル（福島第一廃炉推進カンパニー） 
原子力安全・統括部 

 

d) 組織内のプロセスの実効的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決

定した文書及び記録 

①以下の文書 

第3条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 管理箇所 
第3条以外の 

関連条文 

5.4.1，

8.2.1， 

8.2.3，8.4， 

8.5.1 

5.4.1，

8.2.1， 

8.2.3，8.4， 

8.5.1 

セルフアセスメント実施基本マニ

ュアル（福島第一廃炉推進カンパ

ニー） 

原子力安全・統括部 － 

5.4.2 5.4.2 原子力リスク管理基本マニュアル 
プロジェクトマネジ

メント室 
－ 

5.4.2，7.1 5.4.2，7.1 変更管理基本マニュアル 業務統括室 － 

5.5.4 5.5.4 保安管理基本マニュアル 廃炉安全・品質室 第6条～第9条の3 

5.6，8.5.1 5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実施基本マ

ニュアル 
業務統括室 － 

6.2 6.2 
教育及び訓練基本マニュアル（福

島第一廃炉推進カンパニー） 

原子力人財育成セン

ター 
第79条～第81条 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.5，7.6 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.5，7.6 

燃料管理基本マニュアル 
プール燃料取り出し

プログラム部 

第13条，第34条～第37

条，第81条 

放射性廃棄物管理基本マニュアル 
防災・放射線センタ

ー 

第38条～第39条，第41

条～第43条,第81条 

施設管理基本マニュアル 施設管理センター 
第29条，第68条，第81

条 

放射線管理基本マニュアル 
防災・放射線センタ

ー 

第45条～第67条，第81

条 

原子力災害対策基本マニュアル

（福島第一廃炉推進カンパニー） 
原子力運営管理部 第69条～第78条 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.5，7.6，

8.2.4 

運転管理基本マニュアル 施設管理センター 

第12条，第13条，第15

条～第16条の2，第18条，

第20条～第29条，第33

条，第40条の2，第81条，

第82条 
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第3条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 管理箇所 
第3条以外の 

関連条文 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.3，7.4，

7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.3，7.4，

7.5，7.6，

8.2.4 

廃止措置基本マニュアル 
プロジェクトマネジ

メント室 

第12条，第13条，第16

条～第18条，第20条～第

26条の2，第38条，第39

条，第40条，第41条～第

43条，第45条～第78条，

第81条 

7.1，7.2.1， 

7.5 

7.1，7.2.1， 

7.5 

法令等の遵守に係る活動基本マニ

ュアル 
業務統括室 第2条の2 

健全な安全文化の育成及び維持に

係る基本マニュアル（福島第一廃

炉推進カンパニー） 

原子力安全・統括部 － 

7.2.3，

8.2.1 

7.2.3，

8.2.1 

外部コミュニケーション基本マニ

ュアル 

プロジェクトマネジ

メント室 
－ 

7.3 7.3 設計管理基本マニュアル 施設管理センター － 

7.4 7.4 調達管理基本マニュアル 施設管理センター － 

7.4 7.4 原子燃料調達基本マニュアル 
プール燃料取り出し

プログラム部 
－ 

8.2.4 8.2.4 検査及び試験基本マニュアル 廃炉安全・品質室 第68条，第81条 

    ②発電所品質保証計画書 

    ③要領，要項，手引等の手順書 

    ④部門作成文書 

    ⑤外部文書 

    ⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

→ 上記 a)，b)及び d)②の文書 
方針 

及び目標 

管 理 

業務実施 

記 録 

→ 上記 c)及び d)①の文書 

→ 上記 d)③④⑤の文書 

→ 上記 c)及び d)⑥の記録 

図２．品質マネジメントシステム文書体系図 
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4.2.2 品質マニュアル 

(1) 組織は，品質マニュアルとして本品質マネジメントシステム計画に定める要求事項を

含む「原子力品質保証規程」を作成し，維持する。制定・改訂権限者は社長とする。 

(2)「原子力品質保証規程」には，次の事項を含める。 

a) 品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

b) 保安活動の計画，実施，評価及び改善に関する事項 

c) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

d) 品質マネジメントシステムについて確立された“手順書等”又はそれらを参照できる

情報 

e) 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係 

 

4.2.3 文書管理 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムに必要な文書を，「文書及び記録管理基本マニュア

ル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づき，保安規定上の位置付けを明確にするとと

もに，保安活動の重要度に応じて管理する。これには次の事項を含める。 

a) 組織として承認されていない文書の使用又は適切でない変更の防止 

b) 文書の組織外への流出等の防止 

c) 4.2.1 c)及び d)①の文書の制定及び改訂に係るレビューの結果，当該レビューの結

果に基づき講じた処置並びに当該制定及び改訂を承認した者に関する情報の維持 

また，記録は，4.2.4 に規定する要求事項に従って管理する。 

(2) 組織の要員が判断及び決定に当たり適切な文書を利用できるよう，次の活動に必要な

管理を「文書及び記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。

これには，文書改訂時等の必要な時に当該文書作成時に使用した根拠等の情報が確認で

きることを含める。 

a) 発行前に，文書の妥当性をレビューし，承認する。 

b) 文書の改訂の必要性についてレビューする。また，改訂に当たっては，a)と同様にそ

の妥当性をレビューし，承認する。 

c) a)及び b)のレビューを行う際には，その対象となる文書に定められた活動を実施する

部門の要員を参画させる。 

d) 文書の変更の識別及び最新の改訂状況の識別を確実にする。 

e) 該当する文書の適切な版が，必要なときに，必要なところで使用しやすい状態にある

ことを確実にする。 

f) 文書は，読みやすくかつ容易に内容を把握することができるようにする。 

g) 品質マネジメントシステムの計画及び運用のために組織が必要と決定した外部から

の文書を明確にし，その配付が管理されていることを確実にする。 
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h) 廃止文書が誤って使用されないようにする。また，これらを保持する場合には，その

目的にかかわらず，これを識別し管理する。 

 

4.2.4 記録の管理 

(1) 組織は，要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性を実証する記録を

明確にし，保安活動の重要度に応じて管理する。 

(2) 記録は，読みやすく，容易に内容を把握することができるとともに，識別可能かつ検

索可能なように作成する。 

(3) 記録の識別，保管，保護，検索，保管期間及び廃棄に関して必要な管理を「文書及び

記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。 

 

5. 経営責任者等の責任 

5.1 経営責任者の原子力安全のためのリーダーシップ 

社長は，原子力安全のためのリーダーシップを発揮し，責任を持って品質マネジメント

システムを確立及び実施させるとともに，その実効性の維持及び継続的な改善を，次の業

務を行うことによって実証する。 

a) 基本姿勢を設定し，品質保証活動に展開することを確実にする。 

b) 品質方針を設定する。 

c) 品質目標が設定されることを確実にする。 

d) 要員が，健全な安全文化を育成し，及び維持することに貢献できるようにすることを

確実にする。 

e) マネジメントレビューを実施する。 

f) 資源が使用できることを確実にする。 

g) 法令・規制要求事項を満たすことは当然のこととして，原子力安全を確保することの

重要性を組織内に周知する。 

h) 担当する業務について理解し，遂行する責任を有することを要員に認識させる。 

i) すべての階層で行われる決定が，原子力安全の確保について，その優先順位及び説明

する責任を考慮して確実に行われるようにする。 

 

5.2 原子力安全の確保の重視 

社長は，組織の意思決定の際には，業務・特定原子力施設に対する要求事項に適合し

（7.2.1 及び 8.2.1 参照），かつ，原子力安全がそれ以外の事由により損なわれないよう

にする。 
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5.3 品質方針 

社長は，品質方針（健全な安全文化の育成及び維持に関するものを含む。）について，

次の事項を確実にする。 

なお，健全な安全文化の育成及び維持に関するものは，技術的，人的及び組織的な要因

並びにそれらの相互作用が原子力安全に対して影響を及ぼすことを考慮し，組織全体の安

全文化のあるべき姿を目指して設定する。 

a) 組織の目的及び状況に対して適切である。 

b) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善

に対するコミットメントを含む。 

c) 品質目標の設定及びレビューのための枠組みを与える。 

d) 組織全体に伝達され，理解される。 

e) 適切性の持続のためにレビューされる。 

f) 基本姿勢を含む組織運営に関する方針と整合がとれている。 

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，「セルフアセスメント実施基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」

に基づき，組織内のしかるべき部門及び階層で，業務・特定原子力施設に対する要求事

項を満たすために必要なものを含む品質目標（7.1 (3) b）参照）が設定されることを確

実にする。また，品質目標には，達成するための計画として次の事項を含める。 

a) 実施事項 

b) 必要な資源 

c) 責任者 

d) 実施事項の完了時期 

e) 結果の評価方法 

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品質方針との整合がとれていること。 

 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

(1) 社長は，品質マネジメントシステムの実施に当たっての計画が，4.1に規定する要求事

項を満たすように策定されていることを確実にする。 

(2) 社長は，品質マネジメントシステムの変更が計画され，実施される場合には，その変

更が品質マネジメントシステムの全体の体系に対して矛盾なく，整合が取れているよう

にするために，「変更管理基本マニュアル」に基づき管理することを確実にする。この

変更には，プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じうる軽微な変更を含む。）を

含める。 
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品質マネジメントシステムの変更の計画，実施に当たっては，保安活動の重要度に応

じて，次の事項を適切に考慮する。 

a) 品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こり得る結果（組織の

活動として実施する，当該変更による原子力安全への影響の程度の分析及び評価，当

該分析及び評価の結果に基づき講じた措置を含む。） 

b) 品質マネジメントシステムの実効性の維持 

c) 資源の利用可能性 

d) 責任及び権限の割り当て 

(3) 社長は，「原子力リスク管理基本マニュアル」に基づき，原子力安全に係る情報が活

用され，品質マネジメントシステムの実効性が継続的に改善されていることを次の事項

により確実にする。 

a) 外部及び内部の課題並びに原子力安全に関する要求事項を考慮した，原子力安全に影

響を及ぼすおそれのある事項の抽出（事故調査の結果から得られた知見を含む。） 

b) 原子力安全に対する影響を防止又は低減する取り組みの計画・実施 

 

別添２に基づき，社長が把握した重要なリスク情報（不確実・未確定な段階を含む。）に

対して必要な措置を実施し，その記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

5.5 責任，権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

社長は，全社規程である「職制および職務権限規程」を踏まえ，責任（担当業務に応じ

て組織の内外に対し業務の内容について説明する責任を含む。）及び権限が第５条（保安に

関する職務），第９条（原子炉主任技術者の職務等）及び第９条の２（電気主任技術者の職

務等）に定められ，また，部門相互間の業務の手順が文書化され，組織全体に周知される

とともに，関係する要員が責任を持って業務を遂行できることを確実にする。また，社長

は第４条（保安に関する組織）に定める組織以外の全社組織による，「職制および職務権限

規程」に基づく保安活動への支援を確実にする。 

 

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は，内部監査室長及び廃炉･汚染水対策最高責任者を管理責任者に任命し，与えら

れている他の責任とかかわりなく，次に示す責任及び権限を与える。 

(2) 内部監査室長の管理責任者としての責任及び権限 

a) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメントシステムに必要なプロセスの確立，実

施及びその実効性を維持することを確実にする。 
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b) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメントシステムの運用状況及び改善の必要性

の有無について，社長に報告する。 

c) 内部監査プロセスを通じて，健全な安全文化を育成し，及び維持することにより，組

織全体にわたって，原子力安全の確保についての認識を高めることを確実にする。 

d) 内部監査プロセスを通じて，組織全体にわたって，法令・規制要求事項を遵守するこ

とを確実にする。 

(3) 廃炉･汚染水対策最高責任者の管理責任者としての責任及び権限 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス（内部監査プロセスを除く。）の確立，

実施及びその実効性を維持することを確実にする。 

b) 品質マネジメントシステム（内部監査プロセスを除く。）の運用状況及び改善の必要

性の有無について，社長に報告する。 

c) 健全な安全文化を育成し，及び維持することにより，組織全体（内部監査室を除く。）

にわたって，原子力安全の確保についての認識を高めることを確実にする。 

d) 組織全体（内部監査室を除く。）にわたって，法令・規制要求事項を遵守することを

確実にする。 

 

5.5.3 管理者 

(1) 社長は，第５条に示す管理者（社長及び管理責任者を除く。）に対し，所掌する業務に

関して，次に示す責任及び権限を与えることを確実にする。 

a) プロセスが確立され，実施されるとともに，実効性を維持する。 

b) 業務に従事する要員の，業務・特定原子力施設に対する要求事項についての認識を高

める。 

c) 業務の実施状況について評価する（5.4.1 及び 8.2.3 参照）。 

d) 健全な安全文化を育成し，及び維持する。 

e) 法令・規制要求事項を遵守することを確実にする。 

(2) 管理者は，与えられた責任及び権限の範囲において，原子力安全のためのリーダーシ

ップを発揮し，以下の事項を確実に実施する。 

a) 品質目標を設定し，その目標の達成状況を確認するため，業務の実施状況を監視及び

測定する。 

b) 要員が原子力安全に対する意識を向上し，かつ，原子力安全への取り組みを積極的に

行えるようにする。 

c) 原子力安全に係る意思決定の理由及びその内容を，関係する要員に確実に伝達する。 

d) 常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとともに，積極的に特定原

子力施設の保安に関する問題の報告を行えるようにする。 

e) 要員が，積極的に業務の改善に対して貢献できるようにする。 
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(3) 管理者は，所掌する業務に関する自己評価をあらかじめ定められた間隔で実施する。

この自己評価には，安全文化についての弱点のある分野及び強化すべき分野に係るもの

を含める。 

 

5.5.4 内部コミュニケーション 

社長は，組織内にコミュニケーションのための適切なプロセスが確立されることを確実

にする。また，品質マネジメントシステムの実効性に関しての情報交換が行われることを

確実にする。 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切かつ妥当であること及

び実効性が維持されていることを評価するために，「マネジメントレビュー実施基本マニ

ュアル」に基づき，年１回以上品質マネジメントシステムをレビューする。なお，必要

に応じて随時実施する。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，並びに基本姿勢，

品質方針及び品質目標を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次の情報を含める。 

a) 内部監査の結果 

b) 原子力安全の達成に関する外部の者の意見（外部監査（安全文化の外部評価を含む。）

を受けた場合の結果，地域住民の意見，原子力規制委員会の意見等を含む。） 

c) プロセスの運用状況 

d) 自主検査等の結果 

e) 品質目標の達成状況 

f) 健全な安全文化の育成及び維持の状況（内部監査による安全文化の育成及び維持の取

り組みの状況に係る評価の結果並びに管理者による安全文化についての弱点のある分

野及び強化すべき分野に係る自己評価の結果を含む。） 

g) 法令・規制要求事項の遵守状況 

h) 不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況（組織の内外で得られた知見（技術的

な進歩により得られたものを含む。）並びに不適合その他の事象から得られた教訓を含

む。） 

i) 前回までのマネジメントレビューの結果に対するフォローアップ 

j) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更 
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k) 改善のための提案 

l) 資源の妥当性 

m) 保安活動の改善のためにとった措置（品質方針に影響を与えるおそれのある組織の内

部及び外部の課題を明確にし，当該課題に取り組むことを含む。）の実効性 

 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプット 

(1) マネジメントレビューからのアウトプットには，次の事項に関する決定及び処置すべ

てを含める。 

a) 品質マネジメントシステム及びそのプロセスの実効性の維持に必要な改善 

b) 業務の計画及び実施に係る改善 

c) 品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善のための資源の必要性 

d) 健全な安全文化の育成及び維持に関する改善（安全文化についての弱点のある分野及

び強化すべき分野が確認された場合における改善策の検討を含む。） 

e) 法令・規制要求事項の遵守に関する改善 

 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

組織は，原子力安全を確実なものにするために必要な人的資源，インフラストラクチャ，

作業環境及びその他必要な資源を明確にし，確保し，提供する。 

 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

組織は，業務の実施に必要な技能及び経験を有し，力量のある者を要員に充てる。この

力量には，組織が必要とする技術的，人的及び組織的側面に関する知識を含める。 

 

6.2.2 力量，教育・訓練及び認識 

組織は，要員の力量を確保するために，保安活動の重要度に応じて，次の事項を「教育

及び訓練基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に従って実施する。 

a) 要員に必要な力量を明確にする。 

b) 要員の力量を確保するために，教育・訓練を行うか，又は他の処置（必要な力量を有

する要員を新たに配属又は採用することを含む。）をとる。 

c) 教育・訓練又は他の処置の実効性を評価する。 

d) 要員が，原子力安全に対する自らの活動のもつ意味及び重要性を認識し，品質目標の

達成及び品質マネジメントシステムの実効性の維持に向けて自らがどのように貢献で

きるかを認識することを確実にする。 

e) 力量，教育・訓練及び他の措置について該当する記録を維持する（4.2.4 参照）。 
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6.3 インフラストラクチャ 

組織は，原子力安全の達成のために必要なインフラストラクチャを関連するマニュアル

等にて明確にし，提供し，維持する。 

 

6.4 作業環境 

組織は，原子力安全の達成のために必要な作業環境を関連するマニュアル等にて明確に

し，運営管理する。この作業環境は，作業場所の放射線量を基本とし，異物管理や火気管

理等の作業安全に関する事項及び温度，照度，狭小の程度等の作業に影響を及ぼす可能性

のある事項を含める。 

 

7. 業務に関する計画の策定及び業務の実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスの計画を策定し，運転管理，燃料管理，放

射性廃棄物管理，放射線管理，施設管理，廃止措置，緊急時の措置，法令等の遵守，健

全な安全文化の育成及び維持の各基本マニュアルに定める。また，各基本マニュアルに

基づき，業務に必要なプロセスを計画し，構築する。この計画の策定においては，機器

等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は業務が不適切に計画され，若しくは

実行されたことにより起こり得る影響（4.1 (2) c）参照）を考慮する。 

(2) 業務の計画（計画を変更する場合を含む。）は，品質マネジメントシステムのその他

のプロセスの要求事項と整合をとる（4.1 (5) g）参照）。 

(3) 組織は，プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じうるプロセス及び組織の軽微

な変更を含む。）を含む業務の計画の策定及び変更に当たって，次の各事項について適

切に明確化する。 

a) 業務の計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更により起こり得る結

果（5.4.2 (2) a）と同じ。） 

b) 業務・特定原子力施設に対する品質目標及び要求事項 

c) 業務・特定原子力施設に特有な，プロセス及び文書の確立の必要性，並びに資源の提

供の必要性 

d) その業務・特定原子力施設のための検証，妥当性確認，監視，測定，自主検査等，並

びにこれらの合否判定基準 

e) 業務・特定原子力施設のプロセス及びその結果が，要求事項を満たしていることを実

証するために必要な記録（4.2.4 参照）  

(4) この業務の計画のアウトプットは，組織の運営方法に適したものとする。 
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7.2 業務・特定原子力施設に対する要求事項に関するプロセス 

7.2.1 業務・特定原子力施設に対する要求事項の明確化 

 組織は，次の事項を「業務の計画」（7.1参照）において明確にする。 

a) 明示されてはいないが，業務・特定原子力施設に不可欠な要求事項 

b) 業務・特定原子力施設に適用される法令・規制要求事項 

c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて 

 

7.2.2 業務・特定原子力施設に対する要求事項のレビュー 

(1) 組織は，「文書及び記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づ

き，業務・特定原子力施設に対する要求事項をレビューする。このレビューは，その要求

事項を適用する前に実施する。 

(2) レビューでは，次の事項を確実にする。 

a) 業務・特定原子力施設に対する要求事項が定められている。 

b) 業務・特定原子力施設に対する要求事項が以前に提示されたものと異なる場合には，

それについて解決されている。 

c) 組織が，定められた要求事項を満たす能力をもっている。 

(3) このレビューの結果の記録，及びそのレビューを受けてとられた処置の記録を維持す

る（4.2.4参照）。 

(4) 業務・特定原子力施設に対する要求事項が書面で示されない場合には，組織はその要

求事項を適用する前に確認する。 

(5) 業務・特定原子力施設に対する要求事項が変更された場合には，組織は，関連する文

書を改訂する。また，変更後の要求事項が，関連する要員に理解されていることを確実

にする。 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

組織は，原子力安全に関して組織の外部の者とのコミュニケーションを図るため，以下

の事項を含む実効性のある方法を「外部コミュニケーション基本マニュアル」にて明確に

し，実施する。 

a) 組織の外部の者と効果的に連絡をとり，適切に情報を通知する方法 

b) 予期せぬ事態において組織の外部の者との時宜を得た効果的な連絡方法 

c) 重要なリスク情報への対応（意思決定プロセスを含む。）を組織の外部の者へ速やか

かつ確実に提供する方法 

d) 原子力安全に関連する必要な情報（ c)を除く。）を組織の外部の者へ確実に提供す

る方法 

e) 原子力安全に関連する組織の外部の者の懸念や期待を把握し，意思決定において適切

に考慮する方法 
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7.3 設計・開発 

組織は，特定原子力施設を対象として，「設計管理基本マニュアル」及び「廃止措置基本

マニュアル」に基づき設計・開発の管理を実施する。 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，特定原子力施設の設計・開発の計画を策定し，管理する。この設計・開発は，

設備，施設，ソフトウェアの設計・開発並びに原子力安全のために重要な手順書等の新

規制定及び重要な変更を対象とする。また，計画には，不適合及び予期せぬ事象の発生

を未然に防止するための活動（4.1 (2) c）の事項を考慮して行うものを含む。）を含め

る。 

(2) 設計・開発の計画において，組織は次の事項を明確にする。 

a) 設計・開発の性質，期間及び複雑さの程度 

b) 設計・開発の段階 

c) 設計・開発の各段階に適したレビュー，検証及び妥当性確認並びに管理体制 

d) 設計・開発に関する責任（説明責任を含む。）及び権限 

e) 設計・開発に必要な組織の内部及び外部の資源 

(3) 組織は，実効的なコミュニケーション並びに責任及び権限の明確な割当てを確実にす

るために，設計・開発に関与するグループ間のインタフェースを運営管理する。 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画を適切に変更する。 

 

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 業務・特定原子力施設の要求事項に関連するインプットを明確にし，記録を維持する

（4.2.4参照）。インプットには次の事項を含める。 

a) 機能及び性能に関する要求事項 

b) 適用可能な場合には，以前の類似した設計から得られた情報 

c) 適用される法令・規制要求事項 

d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 業務・特定原子力施設の要求事項に関連するインプットについては，その適切性をレ

ビューし，承認する。要求事項は，漏れがなく，あいまい（曖昧）でなく，相反するこ

とがないようにする。 

 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・開発へのインプットと対比した検証を行う

のに適した形式とする。また，次の段階のプロセスに進むにあたり，あらかじめ，承認

する。 
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(2) 設計・開発からのアウトプットは次の状態とする。 

a) 設計・開発へのインプットで与えられた要求事項を満たす。 

b) 調達，業務の実施及び特定原子力施設の使用に対して適切な情報を提供する。 

c) 関係する自主検査等の合否判定基準を含むか，又はそれを参照している。 

d) 安全な使用及び適正な使用に不可欠な特定原子力施設の特性を明確にする。 

 

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事項を目的として，計画されたとおりに（7.3.1

参照）体系的なレビューを行う。 

a) 設計・開発の結果が，要求事項を満たせるかどうかを評価する。 

b) 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

(2) レビューへの参加者には，レビューの対象となっている設計・開発段階に関連する部

門を代表する者及び当該設計･開発に係る専門家を含める。このレビューの結果の記録，

及び必要な処置があればその記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・開発へのインプットで与えられている要求

事項を満たしていることを確実にするために，計画されたとおりに（7.3.1参照），プロ

セスの次の段階に移行する前に検証を実施する。この検証の結果の記録，及び必要な処

置があればその記録を維持する（4.2.4参照）。 

(2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者又はグループが実施する。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる業務・特定原子力施設が，指定された用途又は意図された用途に

応じた要求事項を満たし得ることを確実にするために，計画した方法（7.3.1参照）に従

って，設計・開発の妥当性確認を実施する。この妥当性確認は，特定原子力施設の設置

後でなければ実施することができない場合は，当該特定原子力施設の使用を開始する前

に実施する。 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，業務の実施及び特定原子力施設の使用の前に，妥当性

確認を完了する。 

(3) 妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置があればその記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持する（4.2.4参照）。 

(2) 変更に対して，レビュー，検証及び妥当性確認を適切に行い，その変更を実施する前

に承認する。 
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(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変更が，当該の特定原子力施設を構成する要

素（材料又は部品）及び関連する特定原子力施設に及ぼす影響の評価を含める。 

(4) 変更のレビュー，検証及び妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置があればその記

録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.4 調達 

組織は，「調達管理基本マニュアル」，「廃止措置基本マニュアル」及び「原子燃料調達

基本マニュアル」に基づき調達を実施する。 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達製品が適合することを確実にする。 

(2) 保安活動の重要度に応じて，供給者及び調達製品に対する管理の方法及び程度（力量

を有する者を組織の外部から確保する際に，業務委託の範囲を明確に定めることを含

む。）を定める。この場合，一般産業用工業品については，評価に必要な情報を供給者

等から入手し，当該一般産業用工業品が特定原子力施設として使用できることを確認で

きるように，管理の方法及び程度を定める。 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠とし

て，供給者を評価し，選定する。選定，評価及び再評価の基準を定める。 

(4) 評価の結果の記録，及び評価によって必要とされた処置があればその記録を維持する

（4.2.4 参照）。 

(5) 組織は，適切な調達の実施に必要な事項（調達製品の調達後における，維持又は運用

に必要な保安に係る技術情報を取得するための方法及びそれらを他の原子炉設置者等と

共有する場合に必要な措置に関する方法を含む。）を定める。 

 

7.4.2 調達要求事項 

(1) 組織は，調達製品に関する要求事項を明確にし，次の事項のうち該当する事項を含め

る。 

a) 製品，業務の手順及びプロセス並びに設備の承認に関する要求事項 

b) 要員の力量に関する要求事項 

c) 品質マネジメントシステムに関する要求事項 

d) 不適合の報告（偽造品，不正品等の報告を含む。）及び処理に関する要求事項 

e) 健全な安全文化を育成し，及び維持するために必要な要求事項 

f) 一般産業用工業品を特定原子力施設に使用するに当たっての評価に必要な要求事項 

g) その他調達製品に必要な要求事項 

(2) 組織は，供給者の工場等で自主検査等又はその他の業務を行う際の原子力規制委員会

の職員による当該工場等への立ち入りに関することを調達要求事項に含める。 
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(3) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した調達要求事項が妥当であることを確実にす

る。 

(4) 組織は，調達製品を受領する場合には，調達製品の供給者に対し，調達要求事項への

適合状況を記録した文書を提出させる。 

 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事項を満たしていることを確実にするために，

必要な検証方法を定めて，実施する。 

(2) 組織は，供給者先で検証を実施することにした場合には，その検証の要領及び調達製

品の供給者からの出荷の可否の決定の方法を調達要求事項の中で明確にする。 

 

7.5 業務の実施 

7.5.1 業務の管理 

組織は，「業務の計画」（7.1参照）に基づき，管理された状態で業務を実施する。管理

された状態には，次の事項のうち該当するものを含める。 

a) 以下の事項を含む特定原子力施設の保安のために必要な情報が利用できる。 

ⅰ．保安のために使用する機器等又は実施する業務の特性 

ⅱ．当該機器等の使用又は業務の実施により達成すべき結果 

b) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

c) 適切な設備を使用している。 

d) 監視機器及び測定機器が利用でき，使用している。 

e) 監視及び測定が実施されている。 

f) プロセスの次の段階に進むことの承認が実施されている。 

 

7.5.2 業務の実施に関するプロセスの妥当性確認 

(1) 業務の実施の過程で結果として生じるアウトプットが，それ以降の監視又は測定で検

証することが不可能で，その結果，業務が実施された後でしか不適合その他の事象が顕

在化しない場合には，組織は，その業務の該当するプロセスの妥当性確認を行う。 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが計画どおりの結果を出せることを実証する。 

(3) 妥当性確認の結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

(4) 組織は，これらのプロセスについて，次の事項のうち該当するものを含んだ手続きを

確立する。 

a) プロセスのレビュー及び承認のための明確な基準 

b) 設備の承認及び要員の力量の確認 

c) 所定の方法及び手順の適用 
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d) 妥当性の再確認（対象となるプロセスを変更した場合の再確認及び一定時間経過した

後に行う定期的な再確認を含む。） 

 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

(1) 組織は，業務の計画及び実施の全過程において適切な手段で業務・特定原子力施設を

識別し管理する。 

(2) 組織は，業務の計画及び実施の全過程において，監視及び測定の要求事項に関連して，

業務・特定原子力施設の状態を識別し管理する。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場合には，組織は，業務・特定原子力施設

について一意の識別を管理し，記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.5.4 組織の外部の者の所有物 

組織は，組織の外部の者の所有物について，それが組織の管理下にある間，注意を払い，

必要に応じて記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.5.5 調達製品の管理 

組織は，関連するマニュアル等に基づき，調達製品の検証後，受入から据付（使用）ま

での間，要求事項への適合を維持するように調達製品を管理する。この管理には，識別，

取扱い，包装，保管及び保護を含める。また，取替品，予備品にも適用する。 

 

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施

すべき監視及び測定並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器を関連するマニュ

アル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視及び測定が実施

できることを確実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には，測定機器に関し，「施設管理

基本マニュアル」及び「廃止措置基本マニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

a) 定められた間隔又は使用前に，国際又は国家計量標準にトレーサブルな計量標準に照

らして校正若しくは検証，又はその両方を行う。そのような標準が存在しない場合に

は，校正又は検証に用いた基準を記録する（4.2.4 参照）。 

b) 校正の状態を明確にするために識別を行う。 

c) 機器の調整をする，又は必要に応じて再調整する。 

d) 測定した結果が無効になるような操作ができないようにする。 

e) 取扱い，保守及び保管において，損傷及び劣化しないように保護する。 
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(4) 測定機器が要求事項に適合していないことが判明した場合には，組織は，その測定機

器でそれまでに測定した結果の妥当性を評価し，記録する（4.2.4 参照）。組織は，その

機器，及び影響を受けた業務・特定原子力施設すべてに対して，適切な処置をとる。校

正及び検証の結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

(5) 規定要求事項にかかわる監視及び測定にソフトウェアを使う場合には，そのソフトウ

ェアによって意図した監視及び測定ができることを確認する。この確認は，最初に使用

するのに先立って実施する。また，必要に応じて再確認する。 

 

8. 評価及び改善 

8.1 監視及び測定，分析，評価及び改善 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析，評価及び改善のプロセスを

計画し，実施する。 

a) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合を実証する。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確実にする。 

c) 品質マネジメントシステムのパフォーマンス及び実効性を継続的に改善する。 

このプロセスには，取り組むべき改善に関係する部門の管理者等の要員を含め，組織

が当該改善の必要性，方針，方法等について検討するプロセスを含める。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な方法，及びその使用の程度を決定すること

を含める。 

(3) 監視及び測定の結果は，要員が容易に取得し，利用できるようにする。 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 組織の外部の者の意見 

組織は，品質マネジメントシステムの監視及び測定の一環として，原子力安全を達成し

ているかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を把握する。

この情報の入手及び使用の方法を「外部コミュニケーション基本マニュアル」及び「セル

フアセスメント実施基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に定める。 

 

8.2.2 内部監査 

(1) 組織のうち客観的な評価を行う部門は，品質マネジメントシステムの次の事項が満た

されているか否かを明確にするために，保安活動の重要度に応じて，あらかじめ定められ

た間隔で「原子力品質監査基本マニュアル」に基づき内部監査を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムが，本品質マネジメントシステム計画の要求事項に適合し

ているか，及び組織が決めた品質マネジメントシステム要求事項に適合しているか。 

b) 品質マネジメントシステムが実効的に実施され，維持されているか。 
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(2) 組織は，監査の対象となる部門，業務，プロセス及び領域の状態及び重要性，並びに

これまでの監査結果を考慮して監査プログラムを策定し，実施するとともに，監査の実

効性を維持する。 

(3) 監査の基準，範囲，頻度，方法及び責任を規定する。 

(4) 監査員の選定及び監査の実施においては，監査プロセスの客観性及び公平性を確保す

る。 

(5) 監査員又は監査に関わる管理者（社長を除く。）は，自らの業務又は自らの管理下にあ

る業務を監査しない。 

(6) 監査の計画及び実施，結果の報告並びに記録の作成及び管理について，責任及び権限

並びに要求事項を「原子力品質監査基本マニュアル」に定める。この責任及び権限には，

必要に応じて監査員又は監査を実施した部門が社長に直接報告する権限を含める。 

(7) 監査及びその結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

(8) 監査の対象として選定された領域に責任を有する管理者に監査結果を通知する。 

(9) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検出された不適合及びその原因を除去するた

めに遅滞なく，必要な修正及び是正処置すべてがとられることを確実にする。組織は，

フォローアップとして，とられた処置の検証及び検証結果を報告させる（8.5.2 参照）。 

 

8.2.3 プロセスの監視及び測定 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムのプロセスの監視及び適用可能な場合に行う測定

には，「セルフアセスメント実施基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基

づき，適切な方法を適用する。 

監視及び測定の対象には，業務・特定原子力施設に係る不適合についての弱点のある

分野及び強化すべき分野等に関する情報を含める。また，監視及び測定の方法には，次

の事項を含める。 

a) 監視及び測定の実施時期 

b) 監視及び測定の結果の分析及び評価の方法並びにその時期 

(2) 監視及び測定の実施に際しては，保安活動の重要度に応じて，PI を用いる（4.1 (5) c）

参照）。 

(3) これらの方法は，プロセスが品質マネジメントシステムの計画（5.4.2 (1)参照）及び

業務の計画（7.1 (1)参照）で定めた結果を得ることができることを実証するものとする。 

(4) 組織は，監視及び測定の結果に基づき，業務の改善のために，必要な措置をとる。 

(5) 計画どおりの結果が達成できない又はできないおそれがある場合には，当該プロセス

の問題を特定し，当該問題に対して適切に修正及び是正処置をとる。 
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8.2.4 機器等の検査等 

(1) 組織は，特定原子力施設の要求事項が満たされていることを検証するために，「検査及

び試験基本マニュアル」，「運転管理基本マニュアル」及び「廃止措置基本マニュアル」

に基づき，業務の計画（7.1 参照）に従って，適切な段階で自主検査等を実施する。 

(2) 自主検査等の合否判定基準への適合の証拠（必要に応じ，使用した試験体，測定機器

等に関する記録を含める。）を維持する（4.2.4 参照）。 

(3) プロセスの次の段階に進むことを承認した人を記録する（4.2.4参照）。 

(4) 業務の計画（7.1 参照）で決めた自主検査等を支障なく完了するまでは，プロセスの次

の段階に進むことの承認をしない。ただし，当該の権限をもつ者が計画に定める手順に

より承認したときは，この限りではない。 

(5) 保安活動の重要度に応じて，自主検査等の独立性を確保するため，主任技術者等によ

る確認を実施する。 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・特定原子力施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されること

を防ぐために，それらを識別し，管理することを確実にする。 

(2) 不適合の処理に関する管理（不適合を関連する管理者に報告することを含む。）並びに

それに関連する責任及び権限を「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュア

ル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つ又はそれ以上の方法で，不適合を処理する。 

a) 検出された不適合を除去するための処置をとる。 

b) 当該の権限をもつ者が，原子力安全に及ぼす影響を評価した上で，特別採用によって，

機器等の使用又は個別業務の実施についての承認を行う。 

c) 本来の意図された使用又は適用ができないような処置（廃棄を含む。）をとる。 

d) 外部への引渡し後又は業務の実施後に不適合が検出された場合には，その不適合によ

る影響又は起こり得る影響に対して適切な処置をとる。 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項への適合を実証するための検証を行う。 

(5) 不適合の性質の記録，及び不適合に対してとられた特別採用を含む処置の記録を維持

する（4.2.4 参照）。 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，「トラブル等の報告マニュアル」に

定める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ登録することにより，情報の公開

を行う。 
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8.4 データの分析及び評価 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切性及び実効性を実証するため，また，品質

マネジメントシステムの実効性の継続的な改善（品質マネジメントシステムの実効性に

関するデータ分析の結果，課題や問題が確認されたプロセスを抽出し，当該プロセスの

改良，変更等を行い，実効性を改善することを含む。）の必要性を評価するために，「セ

ルフアセスメント実施基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づき，適切

なデータを明確にし，それらのデータを収集し，分析する。この中には，監視及び測定

の結果から得られたデータ並びにそれ以外の該当する情報源からのデータを含める。 

(2) データの分析及びこれに基づく評価によって，次の事項に関連する情報を提供する。 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめの傾向及び特徴その他分析により得られ

る知見（8.2.1 参照） 

b) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合性（8.2.3 及び 8.2.4 参照） 

c) 是正処置を行う端緒となるものを含む，プロセス及び特定原子力施設の特性及び傾向

（8.2.3 及び 8.2.4 参照） 

d) 供給者の能力（7.4 参照） 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

組織は，品質方針，品質目標，監査結果，データの分析，是正処置，未然防止処置及び

マネジメントレビューを通じて，品質マネジメントシステムの実効性を向上させるために

必要な変更を行い，継続的に改善する。 

 

8.5.2 是正処置等 

(1) 組織は，不適合その他の事象の再発防止のため，「不適合管理及び是正処置・未然防止

処置基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づき，速やかに原因を除去す

る処置をとる。 

(2) 是正処置は，検出された不適合その他の事象の原子力安全に及ぼす影響に応じたもの

とし，次に定めるところにより速やかに実施する。 
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a) 是正処置の必要性を，次に定めるところにより評価する。 

ⅰ.不適合その他の事象のレビュー及び分析。これには以下の事項を含める。 

①情報の収集，整理 

②技術的，人的及び組織的側面等の考慮 

ⅱ.当該不適合の原因の特定。これには，必要に応じて以下の事項を含める。 

①日常業務のマネジメント 

②安全文化の弱点のある分野及び強化すべき分野との関係の整理 

ⅲ.類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他の事象が発生する

可能性の明確化。 

b) 必要な処置を決定し実施する。 

c) とったすべての是正処置の実効性をレビューする。 

d) 必要な場合には，計画策定段階で決定した業務・特定原子力施設に係る改善のために

とった措置（5.6.2 m)と同じ。）を変更する。 

e) 必要な場合には，品質マネジメントシステムを変更する。 

f) 原子力安全に対する影響が大きい不適合（単独の事象では影響が小さくても，繰り返

し同様の事象が発生することにより原子力安全に及ぼす影響が増大するおそれのある

ものを含む。）については，根本的な原因の分析に関する事項を「不適合管理及び是正

処置・未然防止処置基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に規定し，実施

する。 

g) とったすべての処置の結果を記録し，これを維持する（4.2.4 参照）。 

(3) (1)及び(2)に示す事項を「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュアル（福

島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。 

(4) 組織は，「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュアル（福島第一廃炉推進

カンパニー）」に基づき，複数の不適合その他の事象に係る情報から類似する事象に係る

情報を抽出し，その分析を行い，当該類似の事象に共通する原因を明確にした上で，適

切な是正処置をとる。 

 

8.5.3 未然防止処置 

(1) 組織は，起こり得る不適合（他の原子炉施設及びその他の施設における不適合その他

の事象が，自らの施設で起こる可能性について分析し特定した問題を含む。）が発生する

ことを防止するために，他の原子炉施設及びその他の施設から得られた運転経験等の知

見（BWR 事業者協議会で取り扱う技術情報及びニューシア登録情報を含む。）の活用を含

め，「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパ

ニー）」に基づき，適切な未然防止処置を講じる。この活用には，保安活動の実施によっ

て得られた知見（事故調査の結果から得られた知見を含む。）を他の原子炉設置者等と共

有することを含む。 
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(2) 未然防止処置は，起こり得る不適合の重要性に応じたものとし，次に定めるところに

より実施する。 

a) 起こり得る不適合及びその原因を調査する。 

b) 未然防止処置の必要性を評価する。 

c) 必要な未然防止処置を決定及び実施する。 

d) とったすべての未然防止処置の実効性をレビューする。 

e) とったすべての処置の結果を記録し，これを維持する（4.2.4 参照）。 

(3) (1)及び(2)に示す事項を「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュアル（福

島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。 
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第３章 体制及び評価 

 

第１節 保安管理体制 

 

（保安に関する組織） 

第４条  

 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

 

 

【本社】

福島第一廃止措置 

保安委員会 

管理責任者 

（内部監査室長） 
 

 

管理責任者 

（廃炉・汚染水対策 

最高責任者） 

 
社長 

福島第一※１ 

原子力監査グループ 

 

 ※１：発電所に常駐
 

※→ 

内部監査室 

 

調達部 

 

福島第一廃炉推進

カンパニー 

 

 

 

 

プロジェクトマネジメント室 

 

廃炉安全・品質室 

 

※※ → 

 

 

 

 

 

原子力・立地本部 

原子力安全・統括部 

 

原子力・立地本部 

原子力運営管理部 

 

原子力・立地本部 

原子力人財育成センター※２ 

 ※２：福島第二原子力発電所に常駐 

安全・リスク管理Ｇ

品質向上Ｇ 

基盤整備Ｇ 
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↓ 

※※※

【福島第一原子力発電所】 

原子力発電 

保安運営委員会

※ → 原子炉主任技術者※３ 

※※→ 所 長 

 

業務統括室 

 

 

セキュリティ管理部 

 

 

 

汚染水対策プログラム部 

 

 

プール燃料取り出しプログラム部

 

 

燃料デブリ取り出しプログラム部

 

 

廃棄物対策プログラム部 

 

 

敷地全般管理・対応プログラム部

 

 

 

電気主任技術者※３ 

資材グループ 

労務人事グループ 

 

核セキュリティ運営管理グループ 

核セキュリティ施設運用グループ 

サイバーセキュリティグループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３：原子炉主任技術者及び電気主任技術者を総称して

「主任技術者」という。 
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↓ 

※※※

１～４号当直 

５・６号当直 

水処理当直 

運用支援グループ 

作業管理グループ 

 

保全計画グループ 

１～４号機械設備グループ 

５・６号機械設備グループ 

共用機械設備グループ 

 

１～４号電気設備グループ 

５・６号電気設備グループ 

電気設備建設グループ 

燃料計装設備グループ 

水処理計装設備グループ 

廃棄物計装設備グループ 

通信システムグループ 

 

土木基盤グループ 

港湾土木グループ 

地下水土木グループ 

貯留設備土木グループ 

 

建築設備保守第一グループ 

建築設備保守第二グループ 

建築設備建設第一グループ 

建築設備建設第二グループ 

 

保安総括グループ 

放射線防護グループ 

放出・環境モニタリンググループ

分析評価グループ 

 

労働安全・防火グループ 

原子力防災グループ 

 

水処理総括グループ 

水処理設備技術グループ 

水処理計画グループ 

地下水対策設備グループ 

滞留水処理設備グループ 

多核種除去設備グループ 

貯留設備グループ 

運用部 

 

 

 

 

 

機械部 

 

 

 

 

電気・計装部 

 

 

 

 

 

 

 

土木部 

 

 

 

 

建築部 

 

 

 

 

放射線・環境部

 

 

 

 

防災安全部 

施設管理センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災・放射線センター

 

 

 

 

 

 

 

水処理センター 
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（保安に関する職務） 

第５条 

保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。廃炉安全・品質室に置かれる

グループの職務については，「保安管理基本マニュアル」の中で定める。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシス

テムの構築，実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令

及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに健全な安全文化を育成及

び維持するための活動を統轄する。また，保安に関する組織（原子炉主任技術者を

含む。）から適宜報告を求め，「原子力リスク管理基本マニュアル」及び｢トラブル等

の報告マニュアル｣に基づき，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理する。

また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに健全な安

全文化を育成及び維持するための活動を統括する（内部監査室に限る。）。 

（３）福島第一原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）廃炉・汚染水対策最高責任者は，管理責任者として，プロジェクトマネジメント室，

廃炉安全・品質室，調達部，原子力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力人財

育成センターの長及び所長を指導監督し，廃炉・汚染水処理業務を統括する。また，

関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに健全な安全文化

を育成及び維持するための活動を統括する（内部監査室を除く。）。 

（５）プロジェクトマネジメント室は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける廃炉全体の

中長期的な工程，人的資源の計画，実施計画の策定及び管理並びに各プロジェクト

の進捗状況の監視・評価及び人的資源の再配分に関する業務を行う。 

（６）廃炉安全・品質室は，原子力安全及び品質保証体系の総括並びに不適合管理に関す

る業務を行う。 

（７）調達部は，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

（８）原子力安全・統括部は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける安全・品質の管理に

関する業務を行う。 

（９）原子力運営管理部は，福島第一原子力発電所の運転に関する業務（プロジェクトマ

ネジメント室所管業務を除く。）を行う。 

（10）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括に関する業務を

行う。 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の各部・室・センターの職務は次のとおり。各

部・室・センターに置かれる各グループの職務については，「保安管理基本マニュアル」

の中で定める。なお，保全のために行う設計，建設・設置及び保守管理については，第

６８条（施設管理計画）に基づき実施する。 

（１）所長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，発電所における保安に関する業務
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を統括し，その際には主任技術者の意見を尊重する。 

（２）業務統括室は，調達及び要員の計画・管理に関する業務を行う。 

（３）セキュリティ管理部は，周辺監視区域及び保全区域の境界の管理及び設備の運用並

びにサイバーセキュリティの総括に関する業務を行う。 

（４）汚染水対策プログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等（「安全確保設備等」

の定義は第 11条による。）のうち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留している建屋，

サブドレン他水処理施設，ゼオライト土嚢等処理設備のプロジェクトの計画及び管

理に関する業務を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処

理設備等（滞留水一時貯留設備に限る。），ゼオライト土嚢等処理設備に係る機械設

備の設計に関する業務を行う。 

（５）プール燃料取り出しプログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，使

用済燃料プールからの燃料取り出し設備，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のう

ち，５・６号機燃料取扱系及び燃料貯蔵設備，その他安全確保設備等のうち，使用

済燃料乾式キャスク仮保管設備のプロジェクトの計画及び管理並びに１～４号炉に

係る安全確保設備等のうち，使用済燃料プール設備，使用済燃料プールからの燃料

取り出し設備，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち，５・６号機燃料取扱系

及び燃料貯蔵設備，その他安全確保設備等のうち，使用済燃料乾式キャスク仮保管

設備，使用済燃料共用プール設備の燃料管理に関する業務を行う。また，１～４号

炉に係る安全確保設備等のうち，使用済燃料プールからの燃料取り出し設備，その

他安全確保設備等のうち，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に係る機械設備，建

築設備の設計，建設・設置，保守管理及び運転管理に関する業務を行う。 

（６）燃料デブリ取り出しプログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，燃

料デブリ取り出しに関する設備，原子炉圧力容器・格納容器注水設備（ろ過水タン

ク，純水タンク，原水地下タンクに係る機械設備の保守管理に関する業務を除く。），

原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備，原子炉格納容器内窒素封入設備，原

子炉格納容器ガス管理設備，３号機原子炉格納容器内取水設備のプロジェクトの計

画及び管理並びにこれらに係る機械設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する

業務を行う。 

（７）廃棄物対策プログラム部は，その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の

管理施設等，大型廃棄物保管庫のプロジェクトの計画及び管理，放射性固体廃棄物

等の管理施設等（雑固体廃棄物焼却設備，増設雑固体廃棄物焼却設備を除く。），大

型廃棄物保管庫に係る機械設備の設計並びに放射性物質分析・研究施設のプロジェ

クトの計画及び管理，設計及び建設・設置の統括管理に関する業務を行う。また，

その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設（サイトバンカを除

く。），大型廃棄物保管庫の運転管理並びに放射性固体廃棄物等の管理施設，大型廃

棄物保管庫の放射性固体廃棄物等の管理に関する業務を行う。 
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（８）敷地全般管理・対応プログラム部は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，屋外エ

リアのプロジェクトの計画及び管理に関する業務を行う。（プール燃料取り出しプロ

グラム部が所管する業務を除く。） 

（９）運用部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等の運転管理に関する業務を行う。（プール燃料取り出しプログ

ラム部，廃棄物対策プログラム部，土木部，水処理センターが所管する業務を除く。） 

（10）機械部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等に係る機械設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業

務を行う。（汚染水対策プログラム部，プール燃料取り出しプログラム部，燃料デブ

リ取り出しプログラム部，廃棄物対策プログラム部，水処理センターが所管する業

務を除く。） 

（11）電気・計装部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子

炉施設，その他安全確保設備等に係る電気設備，計装設備の設計，建設・設置及び

保守管理に関する業務を行う。（放射線・環境部，水処理センターが所管する業務を

除く。） 

（12）土木部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等に係る土木設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業

務を行う。（水処理センターが所管する業務を除く。）また，１～４号炉に係る安全

確保設備等のうち，サブドレン他水処理施設（地下水ドレン集水設備に限る。）の運

転管理に関する業務を行う。 

（13）建築部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等に係る建築設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業

務を行う。（プール燃料取り出しプログラム部が所管する業務を除く。） 

（14）放射線・環境部は，放射線管理，液体・気体放射性廃棄物管理，放射能・化学分析

等，放射性物質分析・研究施設の保安管理の統括管理に関する業務を行う。また，

その他安全確保設備等のうち，放射線管理関係設備等（モニタリングポストに限る。）

の設計，建設・設置，保守管理並びに分析設備等の保守管理に関する業務を行う。 

（15）防災安全部は，防災安全及び原子力防災の総括に関する業務を行う。 

（16）水処理センターは，１～４号炉の汚染水及び滞留水の移送，処理，貯留及び多核種

除去設備等により，トリチウム以外の放射性物質を告示濃度限度比総和１未満まで

浄化処理した水の移送，貯留，放出の運転計画，１～４号炉に係る安全確保設備等

のうち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留している建屋，多核種除去設備等，サブ

ドレン他水処理施設，雨水処理設備等，ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備に係る機械設

備の設計，建設・設置及び保守管理，ゼオライト土嚢等処理設備に係る機械設備，

計装設備の建設・設置，保守管理及び運転管理並びに汚染水処理設備等（貯留設備

に限る。）に係る土木設備の保守管理に関する業務を行う。また，その他安全確保設
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備等のうち，油処理装置に係る機械設備の設計，建設・設置，保守管理及び運転管

理並びにモバイル型ストロンチウム除去装置等，第二モバイル型ストロンチウム除

去装置等，放水路浄化設備（計装設備を除く。）に係る機械設備，電気設備，計装設

備の保守管理に関する業務を行う。 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

（１）プロジェクトマネジメント室長及び廃炉安全・品質室長は，廃炉・汚染水対策最高

責任者を補佐し，廃炉・汚染水対策最高責任者が各組織を指導監督するための報告

及び助言を行うとともに，発電所組織が業務を行うための支援及び助言を行う。ま

た，第４条の定めのとおり，当該室が所管するグループの業務を統括管理する。 

（２）本社各部長（原子力人財育成センター所長を含む。）は，廃炉・汚染水対策最高責任

者を補佐し，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括管理

する。 

（３）業務統括室長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管するグループの業務

を統括管理する。 

（４）各プログラム部長は，所長を補佐し，所管するグループの業務を統括管理する。 

（５）施設管理センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の

業務を統括管理する。 

（６）防災・放射線センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各

部の業務を統括管理する。 

（７）水処理センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管するグループ

の業務を統括管理する。 

（８）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括

管理する。 

（９）本社廃炉安全・品質室各グループマネージャー及び発電所各グループマネージャー

（以下「各ＧＭ」といい，当直長を含む。）は，グループ員（当直員を含む。）を指

示・指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管業務に基づき緊急時の措置，

保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

（10）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 



Ⅲ-1-7-1 

（原子力発電保安運営委員会） 

第７条  

発電所に原子力発電保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確

認する。ただし，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

（１）保安管理体制に関する事項 

（２）運転管理に関する事項 

（３）燃料管理に関する事項 

（４）放射性廃棄物管理に関する事項 

（５）放射線管理に関する事項 

（６）施設管理に関する事項 

（７）原子炉施設の改造に関する事項 

（８）緊急時における運転操作に関する事項 

３．所長を委員長とする。 

４．運営委員会は，委員長，廃炉安全・品質室長，施設管理センター所長，原子炉主任技

術者，電気主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長が指名した者で構成する。 
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（異常時のための措置） 

第１６条の２ 

原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置

を講じる。 

（１）１～４号機械設備ＧＭ及び当直長は，原子炉注水設備について異常時の措置の活動

を行うための訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～４号機械設備ＧＭは，表１６の２－１に定める異常時の措置の活動を行うため

に必要な消防車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）１～４号機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材

を定め，配備する。 

（４）１～４号機械設備ＧＭは，表１６の２－１に示す消防車を操作するために必要な要

員を確保する。 

（５）１～４号機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について，当直長は，

（１）に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要

な措置を講じる。 

 

表１６の２－１ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第１８条 ３台 

 

２．使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備

として，次の措置を講じる。 

（１）１～４号機械設備ＧＭは，使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の

活動を行うための訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～４号機械設備ＧＭは，表１６の２－２又は表１６の２－３に定める異常時の措

置の活動を行うために必要な消防車及びコンクリートポンプ車又は高所送水車を配備

し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）１～４号機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材

を定め，配備する。 

（４）１～４号機械設備ＧＭは，表１６の２－２又は表１６の２－３に示す消防車及びコ

ンクリートポンプ車又は高所送水車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）１～４号機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評

価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 
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表１６の２－２ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第２０条，第２２条 １台※１ 

コンクリートポンプ車 第２０条，第２２条 １台 

 

表１６の２－３ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第２０条，第２２条 ２台※１ 

高所送水車 第２０条，第２２条 １台 

※１：使用済燃料共用プール設備と共用 

 

３．電気設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講

じる。 

（１）１～４号電気設備ＧＭは，電気設備について異常時の措置の活動（電源車の使用）

を行うための訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～４号電気設備ＧＭは，表１６の２－４に定める異常時の措置の活動を行うため

に必要な電源車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）当直長は，表１６の２－４に定める異常時の措置の活動を行うために必要な所内共

通ディーゼル発電機※２の動作確認を１ヶ月に１回行う。 

（４）１～４号電気設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材

を定め，配備する。 

（５）１～４号電気設備ＧＭは，表１６の２－４に示す電源車を操作するために必要な要

員を確保する。 

（６）当直長は，表１６の２－４に示す所内共通ディーゼル発電機※２を操作するために必

要な要員を確保する。 

（７）１～４号電気設備ＧＭは，（１），（４）及び（５）に定める事項について定期的に評

価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－４ 

設 備 関連条文 台 数 

電源車 第２８条 ２台 

所内共通 

ディーゼル発電機※２ 
第２８条 １台 

 ※２：「所内共通ディーゼル発電機」とは，所内共通ディーゼル発電機Ａ系（４号炉Ｂ系

ディーゼル発電機）又は所内共通ディーゼル発電機Ｂ系（２号炉Ｂ系ディーゼル

発電機）をいう。以下，第２８条において同じ。 
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４．使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備とし

て，次の措置を講じる。 

（１）共用機械設備ＧＭは，使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行

うための訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）共用機械設備ＧＭは，表１６の２－５に定める異常時の措置の活動を行うために必

要な消防車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）共用機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定

め，配備する。 

（４）共用機械設備ＧＭは，表１６の２－５に示す消防車を操作するために必要な要員を

確保する。 

（５）共用機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を

行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－５ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第２１条 １台※３ 

 ※３：使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

５．多核種除去設備及び増設多核種除去設備で発生した二次廃棄物※４を収納した高性能容

器について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）水処理計画ＧＭは，多核種除去設備及び増設多核種除去設備で発生した二次廃棄物※

４を収納した高性能容器について異常時の措置の活動を行うための訓練を，１年に１回

以上実施する。 

（２）水処理計画ＧＭは，表１６の２－６に定める異常時の措置の活動を行うために必要

な吸引設備を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）水処理計画ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，

配備する。 

（４）水処理計画ＧＭは，表１６の２－６に示す吸引設備を操作するために必要な要員を

確保する。 

（５）水処理計画ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行

うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

※４：「二次廃棄物」とは，沈殿処理生成物及び使用済吸着材をいう。以下，第４０条に

おいて同じ。 
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表１６の２－６ 

設 備 関連条文 台 数 

吸引設備 第４０条 １台 
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第２節 運転上の留意事項 

 

（水質管理） 

第１７条  

分析評価ＧＭは，使用済燃料プール水の導電率（40mS/m を超える場合は塩化物イオン濃

度）及び pH を３ヶ月に 1回確認し，その結果を１～４号機械設備ＧＭに通知する。 

 

２．分析評価ＧＭは，処理水バッファタンク水の導電率（40mS/m を超える場合は塩化物イ

オン濃度）を３ヶ月に 1回確認し，その結果を１～４号機械設備ＧＭに通知する。 

 

３．分析評価ＧＭは，１号炉，２号炉及び３号炉の復水貯蔵タンク水の導電率（40mS/m を

超える場合は塩化物イオン濃度）を３ヶ月に 1回確認し，その結果を１～４号機械設備Ｇ

Ｍに通知する。 

 

４．１～４号機械設備ＧＭは，使用済燃料プール水，処理水バッファタンク水並びに１号

炉，２号炉及び３号炉の復水貯蔵タンク水の水質が表１７に定める基準値の範囲にない場

合は，基準値の範囲内に回復するよう努める。 

 

表１７ 

１．１号炉，２号炉及び３号炉 

項目 基準値 

使用済燃料プール
水 

導電率 40mS/m 以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/m を 

超える場合） 

100ppm 以下 

pH 5.6～10.0（25℃において） 

処理水バッファタ
ンク水 

導電率 40mS/m 以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/m を 

超える場合） 

100ppm 以下 

復水貯蔵タンク水 

導電率 40mS/m 以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/m を 

超える場合） 

100ppm 以下 
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２．４号炉 

項目 基準値 

使用済燃料プール
水 

導電率 40mS/m 以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/m を 

超える場合） 

100ppm 以下 

pH 5.6～11.0（25℃において） 
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（使用済燃料プールの水位及び水温） 

第２０条 

使用済燃料プールの水位及び水温は，表２０－１で定める事項を施設運用上の基準とす

る。ただし，使用済燃料プールの水温については，３号炉及び４号炉を除く。 

 

２．使用済燃料プールの水位及び水温が前項で定める施設運用上の基準を満足しているこ

とを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水位付近にあることを毎日１

回確認する。なお，使用済燃料プール循環冷却系が停止中の場合にはオーバーフロ

ー水位付近にあることを評価する。 

（２）当直長は，使用済燃料プールの水温が 65℃以下（１号炉は 60℃以下）であることを

毎日１回確認する。なお，使用済燃料プールの水温が確認できない場合には使用済

燃料プールの水温が 65℃以下（１号炉は 60℃以下）であることを評価する。 

 

３．当直長は，使用済燃料プールの水位又は水温が第１項で定める施設運用上の基準を満

足していないと判断した場合，１～４号機械設備ＧＭに報告し，１～４号機械設備ＧＭは

表２０－２の措置を講じる。 

 

表２０－１ 

項 目 施設運用上の基準 

使用済燃料プールの水位 オーバーフロー水位付近にあること 

使用済燃料プールの水温 65℃以下（１号炉は 60℃以下） 

 

表２０－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．使用済燃料プールの

水位が施設運用上の

基準を満足しないと

判断した場合 

Ａ１．使用済燃料プールの水位を回復する措置

を開始する。 

及び 

Ａ２．使用済燃料プール内での照射された燃料

に係る作業を中止する。ただし，移動中の燃

料は所定の場所に移動する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

Ｂ．使用済燃料プールの

温度が施設運用上の

基準を満足しないと

判断した場合 

Ｂ１．使用済燃料プールの温度を回復する措置

を開始する。 

速やかに 
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（使用済燃料プール一次系系統水の建屋外への漏えい監視） 

第２２条 

使用済燃料プール一次系系統は，表２２－１で定める事項を施設運用上の基準とする。 

 

２．使用済燃料プール一次系系統が前項で定める施設運用上の基準を満足していることを

確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，使用済燃料プール一次系系統水の建屋外への漏えいがないことを毎日１

回漏えい警報又はスキマサージタンクの水位低下傾向により確認する。なお，漏え

いのおそれがあると判断した場合（漏えい警報及びスキマサージタンクの水位低下

傾向により確認が出来ない場合を含む）には，巡視等により建屋外への漏えいがな

いことを確認する。 

 

３．当直長は，使用済燃料プール一次系系統が第１項で定める施設運用上の基準を満足し

ていないと判断した場合，１～４号機械設備ＧＭに報告し，１～４号機械設備ＧＭは表２

２－２の措置を講じる。 

 

表２２－１ 

項 目 施設運用上の基準 

使用済燃料プール 

一次系系統 
一次系系統水の建屋外への漏えい※1がないこと 

※１：一次系系統から二次系系統への漏えいが生じた場合において，漏えいが二次系系統

内に留まっている場合は，建屋外への漏えいとはみなさない。 

 

表２２－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．使用済燃料プール一

次系系統が施設運用

上の基準を満足しな

いと判断した場合 

Ａ１．一次系系統水の建屋外への漏えいがない

状態に復旧させる措置を開始する。 

速やかに 
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（汚染水処理設備等で発生した廃棄物の管理） 

第４０条 

各ＧＭは，表４０－１に定める放射性廃棄物の種類に応じて，それぞれ定められた施設

に貯蔵する。 

２．各ＧＭは，表４０－１に定める貯蔵施設において次の事項を確認するとともに，その

結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）放射性廃棄物の種類毎の貯蔵状況を１週間に１回確認する。 

３．多核種除去設備ＧＭは，セシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置吸着塔，第

三セシウム吸着装置吸着塔，多核種除去設備処理カラム，高性能多核種除去設備吸着塔，

ＲＯ濃縮水処理設備吸着塔又はサブドレン他浄化装置吸着塔を大型廃棄物保管庫に貯蔵

する際は，吸着塔等の側面の表面線量率を測定する※１。 

４．滞留水処理設備ＧＭは，建屋内ＲＯ循環設備のＲＯ膜装置フィルタ類を一時保管エリ

ア※２に貯蔵する際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定し，その線量率

に応じて，廃棄物対策プログラム部長があらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定し

たエリアに運搬し，遮へいやシート養生等の措置を講じる。 

５．水処理計画ＧＭは，高性能多核種除去設備前処理フィルタ，高性能多核種除去設備検

証試験装置前処理フィルタ又はＲＯ濃縮水処理設備前処理フィルタを一時保管エリアに

貯蔵する際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定し，その線量率に応じて，

廃棄物対策プログラム部長があらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定したエリア

に運搬し，遮へいやシート養生等の措置を講じる。 

６．水処理計画ＧＭは，サブドレン他浄化装置前処理フィルタ並びに地下水ドレン前処理

装置の保安フィルタ，ＲＯ膜及び樹脂を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管容器に収

納後，保管容器表面の線量率を測定する。 

７．貯留設備ＧＭは，雨水処理設備等で発生する固体廃棄物を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵す

る際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定する。 

８．１～４号機械設備ＧＭは，モバイル式処理装置（塩分除去装置）のＲＯ膜装置フィル

タ類又はイオン交換装置樹脂を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管容器に収納後，保

管容器表面の線量率を測定する。 

９．廃棄物対策プログラム部長は，一時保管エリア内の高性能多核種除去設備前処理フィ

ルタ，高性能多核種除去設備検証試験装置前処理フィルタ，ＲＯ濃縮水処理設備前処理フ

ィルタ又は建屋内ＲＯ循環設備のＲＯ膜装置フィルタ類を貯蔵するエリアについて，柵，

ロープ等により区画を行い，人がみだりに立ち入りできない措置を講じる。また，遮へい

が効果的である場合は遮へいを行う。 

１０．廃棄物対策プログラム部長は，表４０－２に定める貯蔵箇所において次の事項を確

認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）廃棄物の貯蔵状況を確認するために，１週間に１回貯蔵箇所を巡視するとともに，
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１ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（２）空間線量率並びに空気中放射性物質濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定

結果を表示する。 

１１．廃棄物対策プログラム部長は，大型廃棄物保管庫の目につきやすい場所に，管理上

の注意事項を掲示する。 

 

※１：第３項に示す吸着塔等は表４０－１に定める貯蔵施設にも保管できる。 

※２：覆土式一時保管施設，使用済保護衣等あるいは伐採木に係るもの及び発電所外のも

のを除く。以下，本条において同じ。 

 

表４０－１ 

放射性廃棄物の種類 貯蔵施設 所管ＧＭ 

除染装置の凝集沈殿装置で発生し

た凝集沈殿物（廃スラッジ） 

造粒固化体貯槽 

又は 

廃スラッジ一時保管施設 

滞留水処理

設備ＧＭ 

セシウム吸着装置吸着塔 

使用済セシウム吸着塔仮保管施設 

又は 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

多核種除去

設備ＧＭ 第二セシウム吸着装置吸着塔 

モバイル式処理装置吸着塔 

放水路浄化装置吸着塔 

モバイル型ストロンチウム除去装

置で使用したフィルタ及び吸着塔 

第二モバイル型ストロンチウム除

去装置で使用した吸着塔 

第三セシウム吸着装置吸着塔 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

サブドレン他浄化装置吸着塔 

高性能多核種除去設備吸着塔 

高性能多核種除去設備検証試験装

置吸着塔 

多核種除去設備で発生した二次廃

棄物を収納した高性能容器 

増設多核種除去設備で発生した二

次廃棄物を収納した高性能容器 

多核種除去設備処理カラム 

ＲＯ濃縮水処理設備吸着塔 

ゼオライト等保管容器 
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表４０－２ 

廃棄物の種類 貯蔵箇所 

高性能多核種除去設備前処理フィルタ 

一時保管エリア 

高性能多核種除去設備検証試験装置前処理フィ

ルタ 

ＲＯ濃縮水処理設備前処理フィルタ 

建屋内ＲＯ循環設備のＲＯ膜装置フィルタ類 

サブドレン他浄化装置前処理フィルタ 

固体廃棄物貯蔵庫 

地下水ドレン前処理装置の保安フィルタ，ＲＯ

膜及び樹脂 

雨水処理設備等で発生する固体廃棄物 

モバイル式処理装置（塩分除去装置）のＲＯ膜

装置フィルタ類及びイオン交換装置樹脂 

セシウム吸着装置吸着塔 

大型廃棄物保管庫 

第二セシウム吸着装置吸着塔 

第三セシウム吸着装置吸着塔 

多核種除去設備処理カラム 

高性能多核種除去設備吸着塔 

ＲＯ濃縮水処理設備吸着塔 

サブドレン他浄化装置吸着塔 
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附  則 

 

附則（                       ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から６０日以内に施行する。 

 

附則（令和８年５月１８日 原規規発第 2605181 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４２条の２の表４２の２－１における固体廃棄物貯蔵庫第１１棟排気口から放出さ

れる放射性気体廃棄物の管理については，固体廃棄物貯蔵庫第１１棟の運用を開始した

時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び固体廃棄物貯蔵庫第１１棟の管理区域図面並びに

添付２（管理対象区域図）の全体図及び固体廃棄物貯蔵庫第１１棟の管理対象区域図面

の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間

は従前の例による。 

 

附則（令和８年３月２３日 原規規発第 2603231 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第３条及び第３８条の２については，非管理区域又は汚染のおそれのない管理対象区

域から発生する廃棄物を構外へ搬出しようとする日から適用することとし，それまでの

間は従前の例による。 

 

附則（令和８年２月２４日 原規規発第 2602241 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４条については，原子力規制委員会の認可を受けた後，配電・電路グループの組織

変更を行う日から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第９条，第１１条，第１８条，第２０条，第２１条，第２２条，第２３条，第２４条，

第２５条，第２６条，第２６条の２，第２７条，第２８条，第２９条，第３０条，第３

１条，第３２条，第３３条，第８１条及び第８２条については，原子力規制委員会の認

可を受けた後，東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃

料物質の防護に関する規則の一部を改正する規則の施行日から適用することとし，それ

までの間は従前の例による。 
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附則（令和７年１２月８日 原規規発第 2512082 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付２（管理対象区域図）の全体図における瓦礫類一時保管エリアの変更は，それぞ

れの区域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和７年１１月１８日 原規規発第 2511183 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条及び第４０条のうち，ゼオライト土嚢等処理設備については，ゼオライト土嚢

等処理設備の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例によ

る。 

 

附則（令和７年９月８日 原規規発第 2509082 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第６０条及び第６１条については，１号炉原子炉建屋５階のエリアモニタ設備の運用

を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和７年８月２０日 原規規発第 2508201 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第６１条については，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備における新設エリアモニタ

の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和７年３月２８日 原規規発第 2503282 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図については，

それぞれの区域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和６年１２月１８日 原規規発第 24121811 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条及び第４２条の２については，放射性物質分析・研究施設第２棟の運用を開始

した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 
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附則（令和６年４月２２日 原規規発第 2404223 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，化

学分析棟の増床部の運用開始をもって適用することとし，それまでの間は従前の例によ

る。 

 

附則（令和４年１０月２７日 原規規発第 2210277 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４２条については，１号大型カバー換気設備の運用を開始した時点から適用するこ

ととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和２年８月３日 原規規発第 2008037 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図における免震重要棟及び入退域管理棟，添付２（管理

対象区域図）の全体図における免震重要棟及び入退域管理棟並びに免震重要棟及び入退

域管理棟の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和２年５月２７日 原規規発第 2005271 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条，第４０条及び第４２条の２については，大型廃棄物保管庫の運用を開始した

時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理区域図面並びに添付２（管

理対象区域図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理対象区域図面の変更は，それぞれ

の区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２８年１２月２７日 原規規発第 1612276 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４０条の２における水位の監視については，水位計の設置が完了した貯留設備から

順次適用する。 
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附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 

（施行期日） 

 第１条 

２．第１７条第３項及び第４項の１号炉復水貯蔵タンク水については，運用開始時点から

適用する。 



 

 

 

 

 

 

 

第２編 

 
（５号炉及び６号炉に係る保安措置） 
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第２章 品質保証 

 

（品質マネジメントシステム計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質マ

ネジメントシステム計画を定める。 

 

【品質マネジメントシステム計画】 

1. 目的 

 本品質マネジメントシステム計画は，福島第一原子力発電所（以下「発電所」という。）

の安全を達成・維持・向上させるため，「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に

必要な体制の基準に関する規則及び同規則の解釈」（以下「品質管理基準規則」という。）

に従って，発電所における保安活動に係る品質マネジメントシステム（以下「品質マネジ

メントシステム」という。）を確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善するとともに，

安全文化及び安全のためのリーダーシップによって原子力の安全を確保することを目的と

する。 

 

2. 適用範囲 

 本品質マネジメントシステム計画は，発電所の保安活動に適用する。 

 

3. 用語の定義 

 以下を除き品質管理基準規則の定義に従う。 

(1) 特定原子力施設：福島第一原子力発電所を構成する構築物，系統及び機器等の総称 

(2) ニューシア：原子力施設の事故又は故障等の情報並びに信頼性に関する情報を共有し

活用することにより，事故及び故障等の未然防止を図ることを目的として，一般社団法

人 原子力安全推進協会が運営するデータベース（原子力施設情報公開ライブラリー）の

ことをいう。 

(3) BWR 事業者協議会：国内 BWR プラントの安全性及び信頼性を向上させるために，電力会

社とプラントメーカーとの間で情報を共有し，必要な技術的検討を行う協議会のことを

いう。（以下，本条及び第１０７条において同じ。） 
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4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組織」という。）は，本品質マネジ

メントシステム計画に従って，品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，

かつ，維持する。また，その品質マネジメントシステムの実効性を維持するため，継続

的に改善する。 

(2) 組織は，保安活動の重要度に応じて，品質マネジメントシステムを確立し，運用する。

この場合，以下の事項を適切に考慮し，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分

類に関する審査指針（以下「重要度分類指針」という。）を参考として，品質マネジメン

トシステム要求事項の適用の程度についてグレード分けを行う。 

a) 業務・特定原子力施設又は組織の重要度及びこれらの複雑さの程度 

b) 特定原子力施設の品質又は業務に関連する原子力安全に影響を及ぼすおそれのある

もの及びこれらに関連する潜在的影響の大きさ 

c) 機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は業務が不適切に計画され，若

しくは実行されたことにより起こり得る影響 

(3) 組織は，保安活動の重要度に応じて，資源の適切な配分を行う。 

(4) 組織は，特定原子力施設に適用される法令・規制要求事項を明確に認識し，「文書及び

記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づき各基本マニュアル等

に明記する（7.2.1 参照）。 

(5) 組織は，品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にするとともに，そのプ

ロセスを組織に適用することを「原子力品質保証規程」に定め，次の事項を実施する。 

a) プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成される結果を明確

にする。 

b) これらのプロセスの順序及び相互関係（組織内のプロセス間の相互関係を含む。）を

図１のとおりとする。 

c) これらのプロセスの運用及び管理のいずれもの実効性の確保に必要なパフォーマン

スを示す指標（Performance Indicator）（以下「PI」という。），並びに判断基準及び

方法を明確にする。 

d) これらのプロセスの運用並びに監視及び測定に必要な資源及び情報を利用できる体

制を確保する。これには，責任及び権限の明確化を含める。 

e) これらのプロセスの運用状況を監視し，適用可能な場合には測定し，分析する。 

f) これらのプロセスについて，計画の目的を達成するため，かつ，実効性を維持するた

めに必要な処置（プロセスの変更を含む。）をとる。 

g) これらのプロセス及び組織を品質マネジメントシステムとの整合がとれたものにす

る。 
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h) 原子力安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じた場合には，原子力

安全が確保されるようにする。これには，セキュリティ対策が原子力安全に与える潜

在的な影響と，原子力安全に係る対策がセキュリティに与える潜在的な影響を特定し，

解決することを含む。 

(6) 組織は，安全文化として目指している状態を含め「健全な安全文化の育成及び維持に

係る基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」を定めるとともに，技術的，人的

及び組織的な要因の相互作用を適切に考慮して，効果的な取り組みを通じて，健全な安

全文化を育成し，及び維持する。 

(7) 組織は，業務・特定原子力施設に係る要求事項（法令・規制要求事項を含む。）への

適合に影響を及ぼすプロセスを外部委託することを決めた場合には，当該プロセスの管

理を確実にする。 
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4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。これらの文書は，保安活

動の重要度に応じて作成し，当該文書に規定する事項を実施する。また，これらの文書体

系を図２に，各マニュアルと各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作

成する。 

a) 品質方針及び品質目標 

b) 原子力品質保証規程 

改善プロセス 

（8.3，8.5.1，8.5.2，8.5.3 参照） 

評価プロセス 

監視及び測定，分析プロセス 

（8.2.1，8.2.3，8.2.4，8.4 参照） 

運営管理プロセス（4.，5．参照） 

 方針管理プロセス（5.参照） 

業務の計画及び実施プロセス（7．参照） 

評
価
プ
ロ
セ
ス 

内
部
監
査
プ
ロ
セ
ス
（8

.
2.2

参
照
） 

資
源
の
運
用
管
理
プ
ロ
セ
ス 

イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
，
環
境
管
理
プ
ロ
セ
ス
（6

.
3,
6.4

参
照
） 

教
育
・ 

訓
練
プ
ロ
セ
ス
（6

.2

参
照
） 

運
営
管
理
プ
ロ
セ
ス
（4

.
,5.

参
照
） 

文
書
・
記
録
管
理
プ
ロ
セ
ス
（4

.2

参
照
） 

運転管理， 

燃料管理， 

放射性廃棄物管理， 

放射線管理， 

施設管理， 

緊急時の措置， 

廃止措置， 

法令等の遵守， 

健全な安全文化の

育成及び維持 

の各プロセス 

設
計
・
開
発
プ
ロ
セ
ス 

（7
.3

参
照
） 

調
達
管
理
プ
ロ
セ
ス 

（7
.4

参
照
） 

図１．品質マネジメントシステムにおけるプロセス間の相互関係 
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c) 品質管理基準規則が要求する“手順書等” である以下の文書及び記録 

第3条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 管理箇所 

4.2，7.2.2 4.2，7.2.2 
文書及び記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進

カンパニー） 
原子力安全・統括部 

8.2.2，8.5.1 8.2.2，8.5.1 原子力品質監査基本マニュアル 内部監査室 

8.3，8.5.1， 

8.5.2，8.5.3 

8.3，8.5.1，

8.5.2，8.5.3 

不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュア

ル（福島第一廃炉推進カンパニー） 
原子力安全・統括部 

 

d) 組織内のプロセスの実効的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決

定した文書及び記録 

   ①以下の文書 

第3条の 

関連条項 

原子力品質 

保証規程の 

関連条項 

名  称 管理箇所 
第3条以外の 

関連条文 

5.4.1，8.2.1，

8.2.3，8.4，

8.5.1 

5.4.1，8.2.1，

8.2.3，8.4，

8.5.1 

セルフアセスメント実施基本マニ

ュアル（福島第一廃炉推進カンパニ

ー） 

原子力安全・統括部 － 

5.4.2 5.4.2 原子力リスク管理基本マニュアル 
プロジェクトマネジ

メント室 
－ 

5.4.2，7.1 5.4.2，7.1 変更管理基本マニュアル 業務統括室 － 

5.5.4 5.5.4 保安管理基本マニュアル 廃炉安全・品質室 第 6条～第 9条の 3 

5.6，8.5.1 5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実施基本マ

ニュアル 
業務統括室 － 

6.2 6.2 
教育及び訓練基本マニュアル（福島

第一廃炉推進カンパニー） 

原子力人財育成セン

ター 
第 118 条～第 120 条 

6.3，6.4，

7.1，7.2.1，

7.5，7.6 

6.3，6.4，

7.1，7.2.1，

7.5，7.6 

燃料管理基本マニュアル 
プール燃料取り出し

プログラム部 

第55条，第72条，第79

条，第80条，第85条，

第86条，第103条，第

104条，第120条 

放射性廃棄物管理基本マニュアル 
防災・放射線センタ

ー 

第87条～第90条，第

120条 

施設管理基本マニュアル 施設管理センター 
第90条，第102条，第

107条，第120条 

放射線管理基本マニュアル 
防災・放射線センタ
ー 

第92条～第99条，第
100条～第106条，第
120条 

原子力災害対策基本マニュアル（福
島第一廃炉推進カンパニー） 

原子力運営管理部 第108条～第117条 

6.3，6.4，
7.1，7.2.1，
7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4，
7.1，7.2.1，
7.5，7.6，

8.2.4 

運転管理基本マニュアル 施設管理センター 

第7条，第11条の3，第
12条～第15条，第17
条，第17条の2，第55
条，第72条～第77条，
第87条，第94条，第95
条，第120条，第121条 
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第3条の 

関連条項 

原子力品質 

保証規程の 

関連条項 

名  称 管理箇所 
第3条以外の 

関連条文 

7.1，7.2.1，
7.5 

7.1,7.2.1,
7.5 

法令等の遵守に係る活動基本マニ
ュアル 

業務統括室 第2条の2 

健全な安全文化の育成及び維持に
係る基本マニュアル（福島第一廃炉
推進カンパニー） 

原子力安全・統括部 － 

7.2.3，

8.2.1 

7.2.3，

8.2.1 

外部コミュニケーション基本マニ

ュアル 

プロジェクトマネジ

メント室 
－ 

7.3 7.3 設計管理基本マニュアル 施設管理センター － 

7.4 7.4 

調達管理基本マニュアル 施設管理センター － 

原子燃料調達基本マニュアル 
プール燃料取り出し

プログラム部 
－ 

8.2.4 8.2.4 検査及び試験基本マニュアル 廃炉安全・品質室 第 107 条，第 120 条 

②発電所品質保証計画書 

③要領，要項，手引等の手順書 

④部門作成文書 

⑤外部文書 

⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 上記 a)，b)及び d)②の文書 

方針 

及び目標 

管 理 

業務実施 

記 録 

→ 上記 c)及び d)①の文書 

→ 上記 d)③④⑤の文書 

→ 上記 c)及び d)⑥の記録 

図２．品質マネジメントシステム文書体系図 
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4.2.2 品質マニュアル 

(1) 組織は，品質マニュアルとして本品質マネジメントシステム計画に定める要求事項を

含む「原子力品質保証規程」を作成し，維持する。制定・改訂権限者は社長とする。 

(2)「原子力品質保証規程」には，次の事項を含める。 

a) 品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

b) 保安活動の計画，実施，評価及び改善に関する事項 

c) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

d) 品質マネジメントシステムについて確立された“手順書等”又はそれらを参照できる

情報 

e) 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係 

 

4.2.3 文書管理 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムに必要な文書を，「文書及び記録管理基本マニュ

アル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づき，保安規定上の位置付けを明確にする

とともに，保安活動の重要度に応じて管理する。これには次の事項を含める。 

a) 組織として承認されていない文書の使用又は適切でない変更の防止 

b) 文書の組織外への流出等の防止 

c) 4.2.1 c)及び d)①の文書の制定及び改訂に係るレビューの結果，当該レビューの結

果に基づき講じた処置並びに当該制定及び改訂を承認した者に関する情報の維持 

また，記録は，4.2.4 に規定する要求事項に従って管理する。 

(2) 組織の要員が判断及び決定に当たり適切な文書を利用できるよう，次の活動に必要な

管理を「文書及び記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に規定す

る。これには，文書改訂時等の必要な時に当該文書作成時に使用した根拠等の情報が確

認できることを含める。 

a) 発行前に，文書の妥当性をレビューし，承認する。 

b) 文書の改訂の必要性についてレビューする。また，改訂に当たっては，a)と同様にそ

の妥当性をレビューし，承認する。 

c) a)及び b)のレビューを行う際には，その対象となる文書に定められた活動を実施する

部門の要員を参画させる。 

d) 文書の変更の識別及び最新の改訂状況の識別を確実にする。 

e) 該当する文書の適切な版が，必要なときに，必要なところで使用しやすい状態にある

ことを確実にする。 

f) 文書は，読みやすくかつ容易に内容を把握することができるようにする。 

g) 品質マネジメントシステムの計画及び運用のために組織が必要と決定した外部から

の文書を明確にし，その配付が管理されていることを確実にする。 
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h) 廃止文書が誤って使用されないようにする。また，これらを保持する場合には，その

目的にかかわらず，これを識別し管理する。 

 

4.2.4 記録の管理 

(1) 組織は，要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性を実証する記録を

明確にし，保安活動の重要度に応じて管理する。 

(2) 記録は，読みやすく，容易に内容を把握することができるとともに，識別可能かつ検

索可能なように作成する。 

(3) 記録の識別，保管，保護，検索，保管期間及び廃棄に関して必要な管理を「文書及び

記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。 

 

5. 経営責任者等の責任 

5.1 経営責任者の原子力安全のためのリーダーシップ 

社長は，原子力安全のためのリーダーシップを発揮し，責任を持って品質マネジメント

システムを確立及び実施させるとともに，その実効性の維持及び継続的な改善を，次の業

務を行うことによって実証する。 

a) 基本姿勢を設定し，品質保証活動に展開することを確実にする。 

b) 品質方針を設定する。 

c) 品質目標が設定されることを確実にする。 

d) 要員が，健全な安全文化を育成し，及び維持することに貢献できるようにすることを

確実にする。 

e) マネジメントレビューを実施する。 

f) 資源が使用できることを確実にする。 

g) 法令・規制要求事項を満たすことは当然のこととして，原子力安全を確保することの

重要性を組織内に周知する。 

h) 担当する業務について理解し，遂行する責任を有することを要員に認識させる。 

i) すべての階層で行われる決定が，原子力安全の確保について，その優先順位及び説明

する責任を考慮して確実に行われるようにする。 

 

5.2 原子力安全の確保の重視 

社長は，組織の意思決定の際には，業務・特定原子力施設に対する要求事項に適合し

（7.2.1 及び 8.2.1 参照），かつ，原子力安全がそれ以外の事由により損なわれないよう

にする。 
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5.3 品質方針 

社長は，品質方針（健全な安全文化の育成及び維持に関するものを含む。）について，

次の事項を確実にする。 

なお，健全な安全文化の育成及び維持に関するものは，技術的，人的及び組織的な要因

並びにそれらの相互作用が原子力安全に対して影響を及ぼすことを考慮し，組織全体の安

全文化のあるべき姿を目指して設定する。 

a) 組織の目的及び状況に対して適切である。 

b) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善に

対するコミットメントを含む。 

c) 品質目標の設定及びレビューのための枠組みを与える。 

d) 組織全体に伝達され，理解される。 

e) 適切性の持続のためにレビューされる。 

f) 基本姿勢を含む組織運営に関する方針と整合がとれている。 

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，「セルフアセスメント実施基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」

に基づき，組織内のしかるべき部門及び階層で，業務・特定原子力施設に対する要求事

項を満たすために必要なものを含む品質目標（7.1 (3) b）参照）が設定されることを確

実にする。また，品質目標には，達成するための計画として次の事項を含める。 

a) 実施事項 

b) 必要な資源 

c) 責任者 

d) 実施事項の完了時期 

e) 結果の評価方法 

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品質方針との整合がとれていること。 

 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

(1) 社長は，品質マネジメントシステムの実施に当たっての計画が，4.1に規定する要求事

項を満たすように策定されていることを確実にする。 

(2) 社長は，品質マネジメントシステムの変更が計画され，実施される場合には，その変

更が品質マネジメントシステムの全体の体系に対して矛盾なく，整合が取れているよう

にするために，「変更管理基本マニュアル」に基づき管理することを確実にする。この

変更には，プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じうる軽微な変更を含む。）を

含める。 
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品質マネジメントシステムの変更の計画，実施に当たっては，保安活動の重要度に応

じて，次の事項を適切に考慮する。 

a) 品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こり得る結果（組織の

活動として実施する，当該変更による原子力安全への影響の程度の分析及び評価，当

該分析及び評価の結果に基づき講じた措置を含む。） 

b) 品質マネジメントシステムの実効性の維持 

c) 資源の利用可能性 

d) 責任及び権限の割り当て 

(3) 社長は，「原子力リスク管理基本マニュアル」に基づき，原子力安全に係る情報が活

用され，品質マネジメントシステムの実効性が継続的に改善されていることを次の事項

により確実にする。 

a) 外部及び内部の課題並びに原子力安全に関する要求事項を考慮した，原子力安全に影

響を及ぼすおそれのある事項の抽出（事故調査の結果から得られた知見を含む。） 

b) 原子力安全に対する影響を防止又は低減する取り組みの計画・実施 

 

別添２に基づき，社長が把握した重要なリスク情報（不確実・未確定な段階を含む。）に

対して必要な措置を実施し，その記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

5.5 責任，権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

 社長は，全社規程である「職制および職務権限規程」を踏まえ，責任（担当業務に応じ

て組織の内外に対し業務の内容について説明する責任を含む。）及び権限が第５条（保安に

関する職務），第９条（原子炉主任技術者の職務等）及び第９条の２（電気主任技術者の職

務等）に定められ，また，部門相互間の業務の手順が文書化され，組織全体に周知される

とともに，関係する要員が責任を持って業務を遂行できることを確実にする。また，社長

は第４条（保安に関する組織）に定める組織以外の全社組織による，「職制および職務権限

規程」に基づく保安活動への支援を確実にする。 

 

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は，内部監査室長及び廃炉･汚染水対策最高責任者を管理責任者に任命し，与えら

れている他の責任とかかわりなく，次に示す責任及び権限を与える。 

(2) 内部監査室長の管理責任者としての責任及び権限 

a) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメントシステムに必要なプロセスの確立，実

施及びその実効性を維持することを確実にする。 
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b) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメントシステムの運用状況及び改善の必要性

の有無について，社長に報告する。 

c) 内部監査プロセスを通じて，健全な安全文化を育成し，及び維持することにより，組

織全体にわたって，原子力安全の確保についての認識を高めることを確実にする。 

d) 内部監査プロセスを通じて，組織全体にわたって，法令・規制要求事項を遵守するこ

とを確実にする。 

(3) 廃炉･汚染水対策最高責任者の管理責任者としての責任及び権限 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス（内部監査プロセスを除く。）の確立，

実施及びその実効性を維持することを確実にする。 

b) 品質マネジメントシステム（内部監査プロセスを除く。）の運用状況及び改善の必要

性の有無について，社長に報告する。 

c) 健全な安全文化を育成し，及び維持することにより，組織全体（内部監査室を除く。）

にわたって，原子力安全の確保についての認識を高めることを確実にする。 

d) 組織全体（内部監査室を除く。）にわたって，法令・規制要求事項を遵守することを

確実にする。 

 

5.5.3 管理者 

(1) 社長は，第５条に示す管理者（社長及び管理責任者を除く。）に対し，所掌する業務に

関して，次に示す責任及び権限を与えることを確実にする。 

a) プロセスが確立され，実施されるとともに，実効性を維持する。 

b) 業務に従事する要員の，業務・特定原子力施設に対する要求事項についての認識を高

める。 

c) 業務の実施状況について評価する（5.4.1 及び 8.2.3 参照）。 

d) 健全な安全文化を育成し，及び維持する。 

e) 法令・規制要求事項を遵守することを確実にする。 

(2) 管理者は，与えられた責任及び権限の範囲において，原子力安全のためのリーダーシ

ップを発揮し，以下の事項を確実に実施する。 

a) 品質目標を設定し，その目標の達成状況を確認するため，業務の実施状況を監視及び

測定する。 

b) 要員が原子力安全に対する意識を向上し，かつ，原子力安全への取り組みを積極的に

行えるようにする。 

c) 原子力安全に係る意思決定の理由及びその内容を，関係する要員に確実に伝達する。 

d) 常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとともに，積極的に特定原

子力施設の保安に関する問題の報告を行えるようにする。 

e) 要員が，積極的に業務の改善に対して貢献できるようにする。 
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(3) 管理者は，所掌する業務に関する自己評価をあらかじめ定められた間隔で実施する。

この自己評価には，安全文化についての弱点のある分野及び強化すべき分野に係るもの

を含める。 

 

5.5.4 内部コミュニケーション 

 社長は，組織内にコミュニケーションのための適切なプロセスが確立されることを確実

にする。また，品質マネジメントシステムの実効性に関しての情報交換が行われることを

確実にする。 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切かつ妥当であること及

び実効性が維持されていることを評価するために，「マネジメントレビュー実施基本マ

ニュアル」に基づき，年１回以上品質マネジメントシステムをレビューする。なお，必

要に応じて随時実施する。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，並びに基本姿勢，

品質方針及び品質目標を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次の情報を含める。 

a) 内部監査の結果 

b) 原子力安全の達成に関する外部の者の意見（外部監査（安全文化の外部評価を含む。）

を受けた場合の結果，地域住民の意見，原子力規制委員会の意見等を含む。） 

c) プロセスの運用状況 

d) 自主検査等の結果 

e) 品質目標の達成状況 

f) 健全な安全文化の育成及び維持の状況（内部監査による安全文化の育成及び維持の取

り組みの状況に係る評価の結果並びに管理者による安全文化についての弱点のある分

野及び強化すべき分野に係る自己評価の結果を含む。） 

g) 法令・規制要求事項の遵守状況 

h) 不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況（組織の内外で得られた知見（技術的

な進歩により得られたものを含む。）並びに不適合その他の事象から得られた教訓を含

む。） 

i) 前回までのマネジメントレビューの結果に対するフォローアップ 

j) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更 
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k) 改善のための提案 

l) 資源の妥当性 

m) 保安活動の改善のためにとった措置（品質方針に影響を与えるおそれのある組織の内

部及び外部の課題を明確にし，当該課題に取り組むことを含む。）の実効性 

 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプット 

(1) マネジメントレビューからのアウトプットには，次の事項に関する決定及び処置すべ

てを含める。 

a) 品質マネジメントシステム及びそのプロセスの実効性の維持に必要な改善 

b) 業務の計画及び実施に係る改善 

c) 品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善のための資源の必要性 

d) 健全な安全文化の育成及び維持に関する改善（安全文化についての弱点のある分野及

び強化すべき分野が確認された場合における改善策の検討を含む。） 

e) 法令・規制要求事項の遵守に関する改善 

 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，原子力安全を確実なものにするために必要な人的資源，インフラストラクチャ，

作業環境及びその他必要な資源を明確にし，確保し，提供する。 

 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

 組織は，業務の実施に必要な技能及び経験を有し，力量のある者を要員に充てる。この

力量には，組織が必要とする技術的，人的及び組織的側面に関する知識を含める。 

 

6.2.2 力量，教育・訓練及び認識 

 組織は，要員の力量を確保するために，保安活動の重要度に応じて，次の事項を「教育

及び訓練基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に従って実施する。 

a) 要員に必要な力量を明確にする。 

b) 要員の力量を確保するために，教育・訓練を行うか，又は他の処置（必要な力量を有

する要員を新たに配属又は採用することを含む。）をとる。 

c) 教育・訓練又は他の処置の実効性を評価する。 

d) 要員が，原子力安全に対する自らの活動のもつ意味及び重要性を認識し，品質目標の

達成及び品質マネジメントシステムの実効性の維持に向けて自らがどのように貢献で

きるかを認識することを確実にする。 

e) 力量，教育・訓練及び他の措置について該当する記録を維持する（4.2.4 参照）。 
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6.3 インフラストラクチャ 

 組織は，原子力安全の達成のために必要なインフラストラクチャを関連するマニュアル

等にて明確にし，提供し，維持する。 

 

6.4 作業環境 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な作業環境を関連するマニュアル等にて明確に

し，運営管理する。この作業環境は，作業場所の放射線量を基本とし，異物管理や火気管

理等の作業安全に関する事項及び温度，照度，狭小の程度等の作業に影響を及ぼす可能性

のある事項を含める。 

 

7. 業務に関する計画の策定及び業務の実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスの計画を策定し，運転管理，燃料管理，放

射性廃棄物管理，放射線管理，施設管理，緊急時の措置，法令等の遵守，健全な安全文

化の育成及び維持の各基本マニュアル（これらには廃止措置のプロセスを含む。）に定

める。また，各基本マニュアルに基づき，業務に必要なプロセスを計画し，構築する。

この計画の策定においては，機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は業

務が不適切に計画され，若しくは実行されたことにより起こり得る影響（4.1 (2) c）参

照）を考慮する。 

(2) 業務の計画（計画を変更する場合を含む。）は，品質マネジメントシステムのその他

のプロセスの要求事項と整合をとる（4.1 (5) g) 参照）。 

(3) 組織は，プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じうるプロセス及び組織の軽微

な変更を含む。）を含む業務の計画の策定及び変更に当たって，次の各事項について適

切に明確化する。 

a) 業務の計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更により起こり得る結

果（5.4.2 (2) a）と同じ。） 

b) 業務・特定原子力施設に対する品質目標及び要求事項 

c) 業務・特定原子力施設に特有な，プロセス及び文書の確立の必要性，並びに資源の提

供の必要性 

d) その業務・特定原子力施設のための検証，妥当性確認，監視，測定，自主検査等，並

びにこれらの合否判定基準 

e) 業務・特定原子力施設のプロセス及びその結果が，要求事項を満たしていることを実

証するために必要な記録（4.2.4参照） 

(4) この業務の計画のアウトプットは，組織の運営方法に適したものとする。 
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7.2 業務・特定原子力施設に対する要求事項に関するプロセス 

7.2.1 業務・特定原子力施設に対する要求事項の明確化 

 組織は，次の事項を「業務の計画」（7.1参照）において明確にする。 

a) 明示されてはいないが，業務・特定原子力施設に不可欠な要求事項 

b) 業務・特定原子力施設に適用される法令・規制要求事項 

c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて 

 

7.2.2 業務・特定原子力施設に対する要求事項のレビュー 

(1) 組織は，「文書及び記録管理基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づ

き，業務・特定原子力施設に対する要求事項をレビューする。このレビューは，その要求

事項を適用する前に実施する。 

(2) レビューでは，次の事項を確実にする。 

a) 業務・特定原子力施設に対する要求事項が定められている。 

b) 業務・特定原子力施設に対する要求事項が以前に提示されたものと異なる場合には，

それについて解決されている。 

c) 組織が，定められた要求事項を満たす能力をもっている。 

(3) このレビューの結果の記録，及びそのレビューを受けてとられた処置の記録を維持す

る（4.2.4参照）。 

(4) 業務・特定原子力施設に対する要求事項が書面で示されない場合には，組織はその要

求事項を適用する前に確認する。 

(5) 業務・特定原子力施設に対する要求事項が変更された場合には，組織は，関連する文

書を改訂する。また，変更後の要求事項が，関連する要員に理解されていることを確実

にする。 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して組織の外部の者とのコミュニケーションを図るため，以下

の事項を含む実効性のある方法を「外部コミュニケーション基本マニュアル」にて明確に

し，実施する。 

a) 組織の外部の者と効果的に連絡をとり，適切に情報を通知する方法 

b) 予期せぬ事態において組織の外部の者との時宜を得た効果的な連絡方法 

c) 重要なリスク情報への対応（意思決定プロセスを含む。）を組織の外部の者へ速やか

かつ確実に提供する方法 

d) 原子力安全に関連する必要な情報（ c)を除く。）を組織の外部の者へ確実に提供す

る方法 

e) 原子力安全に関連する組織の外部の者の懸念や期待を把握し，意思決定において適切

に考慮する方法 
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7.3 設計・開発 

 組織は，特定原子力施設を対象として，「設計管理基本マニュアル」に基づき設計・開

発の管理を実施する。 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，特定原子力施設の設計・開発の計画を策定し，管理する。この設計・開発は，

設備，施設，ソフトウェアの設計・開発並びに原子力安全のために重要な手順書等の新

規制定及び重要な変更を対象とする。また，計画には，不適合及び予期せぬ事象の発生

を未然に防止するための活動（4.1 (2) c）の事項を考慮して行うものを含む。）を含め

る。 

(2) 設計・開発の計画において，組織は次の事項を明確にする。 

a) 設計・開発の性質，期間及び複雑さの程度 

b) 設計・開発の段階 

c) 設計・開発の各段階に適したレビュー，検証及び妥当性確認並びに管理体制 

d) 設計・開発に関する責任（説明責任を含む。）及び権限 

e) 設計・開発に必要な組織の内部及び外部の資源 

(3) 組織は，実効的なコミュニケーション並びに責任及び権限の明確な割当てを確実にす

るために，設計・開発に関与するグループ間のインタフェースを運営管理する。 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画を適切に変更する。 

 

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 業務・特定原子力施設の要求事項に関連するインプットを明確にし，記録を維持する

（4.2.4参照）。インプットには次の事項を含める。 

a) 機能及び性能に関する要求事項 

b) 適用可能な場合には，以前の類似した設計から得られた情報 

c) 適用される法令・規制要求事項 

d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 業務・特定原子力施設の要求事項に関連するインプットについては，その適切性をレ

ビューし，承認する。要求事項は，漏れがなく，あいまい（曖昧）でなく，相反するこ

とがないようにする。 

 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・開発へのインプットと対比した検証を行う

のに適した形式とする。また，次の段階のプロセスに進むにあたり，あらかじめ，承認

する。 



Ⅲ-2-3-17 

(2) 設計・開発からのアウトプットは次の状態とする。 

a) 設計・開発へのインプットで与えられた要求事項を満たす。 

b) 調達，業務の実施及び特定原子力施設の使用に対して適切な情報を提供する。 

c) 関係する自主検査等の合否判定基準を含むか，又はそれを参照している。 

d) 安全な使用及び適正な使用に不可欠な特定原子力施設の特性を明確にする。 

 

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事項を目的として，計画されたとおりに（7.3.1

参照）体系的なレビューを行う。 

a) 設計・開発の結果が，要求事項を満たせるかどうかを評価する。 

b) 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

(2) レビューへの参加者には，レビューの対象となっている設計・開発段階に関連する部

門を代表する者及び当該設計･開発に係る専門家を含める。このレビューの結果の記録，

及び必要な処置があればその記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・開発へのインプットで与えられている要求

事項を満たしていることを確実にするために，計画されたとおりに（7.3.1参照），プロ

セスの次の段階に移行する前に検証を実施する。この検証の結果の記録，及び必要な処

置があればその記録を維持する（4.2.4参照）。 

(2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者又はグループが実施する。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる業務・特定原子力施設が，指定された用途又は意図された用途に

応じた要求事項を満たし得ることを確実にするために，計画した方法（7.3.1参照）に従

って，設計・開発の妥当性確認を実施する。この妥当性確認は，特定原子力施設の設置

後でなければ実施することができない場合は，当該特定原子力施設の使用を開始する前

に実施する。 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，業務の実施及び特定原子力施設の使用の前に，妥当性

確認を完了する。 

(3) 妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置があればその記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持する（4.2.4参照）。 

(2) 変更に対して，レビュー，検証及び妥当性確認を適切に行い，その変更を実施する前

に承認する。 
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(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変更が，当該の特定原子力施設を構成する要

素（材料又は部品）及び関連する特定原子力施設に及ぼす影響の評価を含める。 

(4) 変更のレビュー，検証及び妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置があればその記

録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.4 調達 

組織は，「調達管理基本マニュアル」及び「原子燃料調達基本マニュアル」に基づき調

達を実施する。 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達製品が適合することを確実にする。 

(2) 保安活動の重要度に応じて，供給者及び調達製品に対する管理の方法及び程度（力量

を有する者を組織の外部から確保する際に，業務委託の範囲を明確に定めることを含

む。）を定める。この場合，一般産業用工業品については，評価に必要な情報を供給者

等から入手し，当該一般産業用工業品が特定原子力施設として使用できることを確認で

きるように，管理の方法及び程度を定める。 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠とし

て，供給者を評価し，選定する。選定，評価及び再評価の基準を定める。 

(4) 評価の結果の記録，及び評価によって必要とされた処置があればその記録を維持する

（4.2.4 参照）。 

(5) 組織は，適切な調達の実施に必要な事項（調達製品の調達後における，維持又は運用

に必要な保安に係る技術情報を取得するための方法及びそれらを他の原子炉設置者等と

共有する場合に必要な措置に関する方法を含む。）を定める。 

 

7.4.2 調達要求事項 

(1) 組織は，調達製品に関する要求事項を明確にし，次の事項のうち該当する事項を含め

る。 

a) 製品，業務の手順及びプロセス並びに設備の承認に関する要求事項 

b) 要員の力量に関する要求事項 

c) 品質マネジメントシステムに関する要求事項 

d) 不適合の報告（偽造品，不正品等の報告を含む。）及び処理に関する要求事項 

e) 健全な安全文化を育成し，及び維持するために必要な要求事項 

f) 一般産業用工業品を特定原子力施設に使用するに当たっての評価に必要な要求事項 

g) その他調達製品に必要な要求事項 

(2) 組織は，供給者の工場等で自主検査等又はその他の業務を行う際の原子力規制委員会

の職員による当該工場等への立ち入りに関することを調達要求事項に含める。 
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(3) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した調達要求事項が妥当であることを確実にす

る。 

(4) 組織は，調達製品を受領する場合には，調達製品の供給者に対し，調達要求事項への

適合状況を記録した文書を提出させる。 

 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事項を満たしていることを確実にするために，

必要な検証方法を定めて，実施する。 

(2) 組織は，供給者先で検証を実施することにした場合には，その検証の要領及び調達製

品の供給者からの出荷の可否の決定の方法を調達要求事項の中で明確にする。 

 

7.5 業務の実施 

7.5.1 業務の管理 

組織は，「業務の計画」（7.1参照）に基づき，管理された状態で業務を実施する。管理

された状態には，次の事項のうち該当するものを含める。 

a) 以下の事項を含む特定原子力施設の保安のために必要な情報が利用できる。 

ⅰ．保安のために使用する機器等又は実施する業務の特性 

ⅱ．当該機器等の使用又は業務の実施により達成すべき結果 

b) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

c) 適切な設備を使用している。 

d) 監視機器及び測定機器が利用でき，使用している。 

e) 監視及び測定が実施されている。 

f) プロセスの次の段階に進むことの承認が実施されている。 

 

7.5.2 業務の実施に関するプロセスの妥当性確認 

(1) 業務の実施の過程で結果として生じるアウトプットが，それ以降の監視又は測定で検

証することが不可能で，その結果，業務が実施された後でしか不適合その他の事象が顕

在化しない場合には，組織は，その業務の該当するプロセスの妥当性確認を行う。 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが計画どおりの結果を出せることを実証する。 

(3) 妥当性確認の結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

(4) 組織は，これらのプロセスについて，次の事項のうち該当するものを含んだ手続きを

確立する。 

a) プロセスのレビュー及び承認のための明確な基準 

b) 設備の承認及び要員の力量の確認 

c) 所定の方法及び手順の適用 
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d) 妥当性の再確認（対象となるプロセスを変更した場合の再確認及び一定時間経過した

後に行う定期的な再確認を含む。） 

 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

(1) 組織は，業務の計画及び実施の全過程において適切な手段で業務・特定原子力施設を

識別し管理する。 

(2) 組織は，業務の計画及び実施の全過程において，監視及び測定の要求事項に関連して，

業務・特定原子力施設の状態を識別し管理する。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場合には，組織は，業務・特定原子力施設

について一意の識別を管理し，記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.5.4 組織の外部の者の所有物 

組織は，組織の外部の者の所有物について，それが組織の管理下にある間，注意を払い，

必要に応じて記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

7.5.5 調達製品の管理 

組織は，関連するマニュアル等に基づき，調達製品の検証後，受入から据付（使用）ま

での間，要求事項への適合を維持するように調達製品を管理する。この管理には，識別，

取扱い，包装，保管及び保護を含める。また，取替品，予備品にも適用する。 

 

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施

すべき監視及び測定並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器を関連するマニュ

アル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視及び測定が実施

できることを確実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には，測定機器に関し，「施設管理

基本マニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

a) 定められた間隔又は使用前に，国際又は国家計量標準にトレーサブルな計量標準に照

らして校正若しくは検証，又はその両方を行う。そのような標準が存在しない場合に

は，校正又は検証に用いた基準を記録する（4.2.4 参照）。 

b) 校正の状態を明確にするために識別を行う。 

c) 機器の調整をする，又は必要に応じて再調整する。 

d) 測定した結果が無効になるような操作ができないようにする。 

e) 取扱い，保守及び保管において，損傷及び劣化しないように保護する。 
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(4) 測定機器が要求事項に適合していないことが判明した場合には，組織は，その測定機

器でそれまでに測定した結果の妥当性を評価し，記録する（4.2.4 参照）。組織は，その

機器，及び影響を受けた業務・特定原子力施設すべてに対して，適切な処置をとる。校

正及び検証の結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

(5) 規定要求事項にかかわる監視及び測定にソフトウェアを使う場合には，そのソフトウ

ェアによって意図した監視及び測定ができることを確認する。この確認は，最初に使用

するのに先立って実施する。また，必要に応じて再確認する。 

 

8. 評価及び改善 

8.1 監視及び測定，分析，評価及び改善 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析，評価及び改善のプロセスを

計画し，実施する。 

a) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合を実証する。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確実にする。 

c) 品質マネジメントシステムのパフォーマンス及び実効性を継続的に改善する。 

このプロセスには，取り組むべき改善に関係する部門の管理者等の要員を含め，組織

が当該改善の必要性，方針，方法等について検討するプロセスを含める。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な方法，及びその使用の程度を決定すること

を含める。 

(3) 監視及び測定の結果は，要員が容易に取得し，利用できるようにする。 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 組織の外部の者の意見 

  組織は，品質マネジメントシステムの監視及び測定の一環として，原子力安全を達成し

ているかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を把握する。

この情報の入手及び使用の方法を「外部コミュニケーション基本マニュアル」及び「セル

フアセスメント実施基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に定める。 

 

8.2.2 内部監査 

(1) 組織のうち客観的な評価を行う部門は，品質マネジメントシステムの次の事項が満た

されているか否かを明確にするために，保安活動の重要度に応じて，あらかじめ定められ

た間隔で「原子力品質監査基本マニュアル」に基づき内部監査を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムが，本品質マネジメントシステム計画の要求事項に適合し

ているか，及び組織が決めた品質マネジメントシステム要求事項に適合しているか。 

b) 品質マネジメントシステムが実効的に実施され，維持されているか。 
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(2) 組織は，監査の対象となる部門，業務，プロセス及び領域の状態及び重要性，並びに

これまでの監査結果を考慮して監査プログラムを策定し，実施するとともに，監査の実

効性を維持する。 

(3) 監査の基準，範囲，頻度，方法及び責任を規定する。 

(4) 監査員の選定及び監査の実施においては，監査プロセスの客観性及び公平性を確保す

る。 

(5) 監査員又は監査に関わる管理者（社長を除く。）は，自らの業務又は自らの管理下にあ

る業務を監査しない。 

(6) 監査の計画及び実施，結果の報告並びに記録の作成及び管理について，責任及び権限

並びに要求事項を「原子力品質監査基本マニュアル」に定める。この責任及び権限には，

必要に応じて監査員又は監査を実施した部門が社長に直接報告する権限を含める。 

(7) 監査及びその結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

(8) 監査の対象として選定された領域に責任を有する管理者に監査結果を通知する。 

(9) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検出された不適合及びその原因を除去するた

めに遅滞なく，必要な修正及び是正処置すべてがとられることを確実にする。組織は，

フォローアップとして，とられた処置の検証及び検証結果を報告させる（8.5.2 参照）。 

 

8.2.3 プロセスの監視及び測定 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムのプロセスの監視及び適用可能な場合に行う測定

には，「セルフアセスメント実施基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基

づき，適切な方法を適用する。 

監視及び測定の対象には，業務・特定原子力施設に係る不適合についての弱点のある

分野及び強化すべき分野等に関する情報を含める。また，監視及び測定の方法には，次

の事項を含める。 

a) 監視及び測定の実施時期 

b) 監視及び測定の結果の分析及び評価の方法並びにその時期 

(2) 監視及び測定の実施に際しては，保安活動の重要度に応じて，PI を用いる（4.1 (5) c）

参照）。 

(3) これらの方法は，プロセスが品質マネジメントシステムの計画（5.4.2 (1)参照）及び

業務の計画（7.1 (1)参照）で定めた結果を得ることができることを実証するものとする。 

(4) 組織は，監視及び測定の結果に基づき，業務の改善のために，必要な措置をとる。 

(5) 計画どおりの結果が達成できない又はできないおそれがある場合には，当該プロセス

の問題を特定し，当該問題に対して適切に修正及び是正処置をとる。 
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8.2.4 機器等の検査等 

(1) 組織は，特定原子力施設の要求事項が満たされていることを検証するために，「検査及

び試験基本マニュアル」及び「運転管理基本マニュアル」に基づき，業務の計画（7.1 参

照）に従って，適切な段階で自主検査等を実施する。 

(2) 自主検査等の合否判定基準への適合の証拠（必要に応じ，使用した試験体，測定機器

等に関する記録を含める。）を維持する（4.2.4 参照）。 

(3) プロセスの次の段階に進むことを承認した人を記録する（4.2.4参照）。 

(4) 業務の計画（7.1 参照）で決めた自主検査等を支障なく完了するまでは，プロセスの次

の段階に進むことの承認をしない。ただし，当該の権限をもつ者が計画に定める手順に

より承認したときは，この限りではない。 

(5) 保安活動の重要度に応じて，自主検査等の独立性を確保するため，主任技術者等によ

る確認を実施する。 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・特定原子力施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されること

を防ぐために，それらを識別し，管理することを確実にする。 

(2) 不適合の処理に関する管理（不適合を関連する管理者に報告することを含む。）並びに

それに関連する責任及び権限を「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュア

ル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つ又はそれ以上の方法で，不適合を処理する。 

a) 検出された不適合を除去するための処置をとる。 

b) 当該の権限をもつ者が，原子力安全に及ぼす影響を評価した上で，特別採用によって， 

機器等の使用又は個別業務の実施についての承認を行う。 

c) 本来の意図された使用又は適用ができないような処置（廃棄を含む。）をとる。 

d) 外部への引渡し後又は業務の実施後に不適合が検出された場合には，その不適合によ

る影響又は起こり得る影響に対して適切な処置をとる。 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項への適合を実証するための検証を行う。 

(5) 不適合の性質の記録，及び不適合に対してとられた特別採用を含む処置の記録を維持

する（4.2.4 参照）。 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，｢トラブル等の報告マニュアル｣に

定める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ登録することにより，情報の公開

を行う。 
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8.4 データの分析及び評価 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切性及び実効性を実証するため，また，品質

マネジメントシステムの実効性の継続的な改善（品質マネジメントシステムの実効性に

関するデータ分析の結果，課題や問題が確認されたプロセスを抽出し，当該プロセスの

改良，変更等を行い，実効性を改善することを含む。）の必要性を評価するために，「セ

ルフアセスメント実施基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づき，適切

なデータを明確にし，それらのデータを収集し，分析する。この中には，監視及び測定

の結果から得られたデータ並びにそれ以外の該当する情報源からのデータを含める。 

(2) データの分析及びこれに基づく評価によって，次の事項に関連する情報を提供する。 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめの傾向及び特徴その他分析により得られ

る知見（8.2.1 参照） 

b) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合性（8.2.3 及び 8.2.4 参照） 

c) 是正処置を行う端緒となるものを含む，プロセス及び特定原子力施設の特性及び傾向

（8.2.3 及び 8.2.4 参照） 

d) 供給者の能力（7.4 参照） 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

組織は，品質方針，品質目標，監査結果，データの分析，是正処置，未然防止処置及び

マネジメントレビューを通じて，品質マネジメントシステムの実効性を向上させるために

必要な変更を行い，継続的に改善する。 

 

8.5.2 是正処置等 

(1) 組織は，不適合その他の事象の再発防止のため，「不適合管理及び是正処置・未然防止

処置基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に基づき，速やかに原因を除去す

る処置をとる。 

(2) 是正処置は，検出された不適合その他の事象の原子力安全に及ぼす影響に応じたもの

とし，次に定めるところにより速やかに実施する。 
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a) 是正処置の必要性を，次に定めるところにより評価する。 

ⅰ.不適合その他の事象のレビュー及び分析。これには以下の事項を含める。 

①情報の収集，整理 

②技術的，人的及び組織的側面等の考慮 

ⅱ.当該不適合の原因の特定。これには，必要に応じて以下の事項を含める。 

①日常業務のマネジメント 

②安全文化の弱点のある分野及び強化すべき分野との関係の整理 

ⅲ.類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他の事象が発生する

可能性の明確化。 

b) 必要な処置を決定し実施する。 

c) とったすべての是正処置の実効性をレビューする。 

d) 必要な場合には，計画策定段階で決定した業務・特定原子力施設に係る改善のために

とった措置（5.6.2 m)と同じ。）を変更する。 

e) 必要な場合には，品質マネジメントシステムを変更する。 

f) 原子力安全に対する影響が大きい不適合（単独の事象では影響が小さくても，繰り返

し同様の事象が発生することにより原子力安全に及ぼす影響が増大するおそれのある

ものを含む。）については，根本的な原因の分析に関する事項を「不適合管理及び是正

処置・未然防止処置基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に規定し，実施

する。 

g) とったすべての処置の結果を記録し，これを維持する（4.2.4 参照）。 

(3) (1)及び(2)に示す事項を「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュアル（福

島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。 

(4) 組織は，「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュアル（福島第一廃炉推進

カンパニー）」に基づき，複数の不適合その他の事象に係る情報から類似する事象に係る

情報を抽出し，その分析を行い，当該類似の事象に共通する原因を明確にした上で，適

切な是正処置をとる。 

 

8.5.3 未然防止処置 

(1) 組織は，起こり得る不適合（他の原子炉施設及びその他の施設における不適合その他

の事象が，自らの施設で起こる可能性について分析し特定した問題を含む。）が発生する

ことを防止するために，他の原子炉施設及びその他の施設から得られた運転経験等の知

見（BWR 事業者協議会で取り扱う技術情報及びニューシア登録情報を含む。）の活用を含

め，「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュアル（福島第一廃炉推進カンパ

ニー）」に基づき，適切な未然防止処置を講じる。この活用には，保安活動の実施によっ

て得られた知見（事故調査の結果から得られた知見を含む。）を他の原子炉設置者等と共

有することを含む。 
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(2) 未然防止処置は，起こり得る不適合の重要性に応じたものとし，次に定めるところに

より実施する。 

a) 起こり得る不適合及びその原因を調査する。 

b) 未然防止処置の必要性を評価する。 

c) 必要な未然防止処置を決定及び実施する。 

d) とったすべての未然防止処置の実効性をレビューする。 

e) とったすべての処置の結果を記録し，これを維持する（4.2.4 参照）。 

(3) (1)及び(2)に示す事項を「不適合管理及び是正処置・未然防止処置基本マニュアル（福

島第一廃炉推進カンパニー）」に規定する。 
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第３章 体制及び評価 

 

第１節 保安管理体制 

 

（保安に関する組織） 

第４条  

 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

 【本社】

福島第一廃止措置 

保安委員会 

管理責任者 

（内部監査室長） 
 

 

管理責任者 

（廃炉・汚染水対策 

最高責任者） 

 
社長 

福島第一※１ 

原子力監査グループ 

 

 ※１：発電所に常駐
 

※→ 

内部監査室 

 

調達部 

 

福島第一廃炉推進

カンパニー 

 

 

 

 

プロジェクトマネジメント室 

 

廃炉安全・品質室 

 

※※ → 

 

 

 

 

 

原子力・立地本部 

原子力安全・統括部 

 

原子力・立地本部 

原子力運営管理部 

 

原子力・立地本部 

原子力人財育成センター※２ 

 ※２：福島第二原子力発電所に常駐 

安全・リスク管理Ｇ

品質向上Ｇ 

基盤整備Ｇ 
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↓ 

※※※

原子力発電 

保安運営委員会

※ → 原子炉主任技術者※３ 

※※→ 所 長 

【福島第一原子力発電所】  

業務統括室 

 

 

セキュリティ管理部 

 

 

 

汚染水対策プログラム部 

 

 

プール燃料取り出しプログラム部

 

 

燃料デブリ取り出しプログラム部

 

 

廃棄物対策プログラム部 

 

 

敷地全般管理・対応プログラム部

 

 

 

電気主任技術者※３ 

資材グループ 

労務人事グループ 

 

核セキュリティ運営管理グループ 

核セキュリティ施設運用グループ 

サイバーセキュリティグループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３：原子炉主任技術者及び電気主任技術者を総称して

「主任技術者」という。 
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１～４号当直 

５・６号当直 

水処理当直 

運用支援グループ 

作業管理グループ 

 

保全計画グループ 

１～４号機械設備グループ 

５・６号機械設備グループ 

共用機械設備グループ 

 

１～４号電気設備グループ 

５・６号電気設備グループ 

電気設備建設グループ 

燃料計装設備グループ 

水処理計装設備グループ 

廃棄物計装設備グループ 

通信システムグループ 

 

土木基盤グループ 

港湾土木グループ 

地下水土木グループ 

貯留設備土木グループ 

 

建築設備保守第一グループ 

建築設備保守第二グループ 

建築設備建設第一グループ 

建築設備建設第二グループ 

 

保安総括グループ 

放射線防護グループ 

放出・環境モニタリンググループ

分析評価グループ 

 

労働安全・防火グループ 

原子力防災グループ 

 

水処理総括グループ 

水処理設備技術グループ 

水処理計画グループ 

地下水対策設備グループ 

滞留水処理設備グループ 

多核種除去設備グループ 

貯留設備グループ 

運用部 

 

 

 

 

 

機械部 

 

 

 

 

電気・計装部 

 

 

 

 

 

 

 

土木部 

 

 

 

 

建築部 

 

 

 

 

放射線・環境部

 

 

 

 

防災安全部 

施設管理センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災・放射線センター

 

 

 

 

 

 

 

水処理センター 

↓ 

※※※
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（保安に関する職務） 

第５条 

保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。廃炉安全・品質室に置かれる

グループの職務については，「保安管理基本マニュアル」の中で定める。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシス

テムの構築，実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令

及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに健全な安全文化を育成及

び維持するための活動を統轄する。また，保安に関する組織（原子炉主任技術者を

含む。）から適宜報告を求め，「原子力リスク管理基本マニュアル」及び｢トラブル等

の報告マニュアル｣に基づき，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理する。

また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに健全な安

全文化を育成及び維持するための活動を統括する（内部監査室に限る。）。 

（３）福島第一原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）廃炉・汚染水対策最高責任者は，管理責任者として，プロジェクトマネジメント室，

廃炉安全・品質室，調達部，原子力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力人財

育成センターの長及び所長を指導監督し，廃炉・汚染水処理業務を統括する。また，

関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに健全な安全文化

を育成及び維持するための活動を統括する（内部監査室を除く。）。 

（５）プロジェクトマネジメント室は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける廃炉全体の

中長期的な工程，人的資源の計画，実施計画の策定及び管理並びに各プロジェクト

の進捗状況の監視・評価及び人的資源の再配分に関する業務を行う。 

（６）廃炉安全・品質室は，原子力安全及び品質保証体系の総括並びに不適合管理に関す

る業務を行う。 

（７）調達部は，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

（８）原子力安全・統括部は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける安全・品質の管理に

関する業務を行う。 

（９）原子力運営管理部は，福島第一原子力発電所の運転に関する業務（プロジェクトマ

ネジメント室所管業務を除く。）を行う。 

（10）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括に関する業務を

行う。 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の各部・室・センターの職務は次のとおり。各

部・室・センターに置かれる各グループの職務については，「保安管理基本マニュアル」

の中で定める。なお，保全のために行う設計，建設・設置及び保守管理については，第

１０７条（施設管理計画）に基づき実施する。 

（１）所長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，発電所における保安に関する業務
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を統括し，その際には主任技術者の意見を尊重する。 

（２）業務統括室は，調達及び要員の計画・管理に関する業務を行う。 

（３）セキュリティ管理部は，周辺監視区域及び保全区域の境界の管理及び設備の運用並

びにサイバーセキュリティの総括に関する業務を行う。 

（４）汚染水対策プログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等（「安全確保設備等」

の定義は第 11条による。）のうち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留している建屋，

サブドレン他水処理施設，ゼオライト土嚢等処理設備のプロジェクトの計画及び管

理に関する業務を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処

理設備等（滞留水一時貯留設備に限る。），ゼオライト土嚢等処理設備に係る機械設

備の設計に関する業務を行う。 

（５）プール燃料取り出しプログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，使

用済燃料プールからの燃料取り出し設備，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のう

ち，５・６号機燃料取扱系及び燃料貯蔵設備，その他安全確保設備等のうち，使用

済燃料乾式キャスク仮保管設備のプロジェクトの計画及び管理並びに１～４号炉に

係る安全確保設備等のうち，使用済燃料プール設備，使用済燃料プールからの燃料

取り出し設備，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち，５・６号機燃料取扱系

及び燃料貯蔵設備，その他安全確保設備等のうち，使用済燃料乾式キャスク仮保管

設備，使用済燃料共用プール設備の燃料管理に関する業務を行う。また，１～４号

炉に係る安全確保設備等のうち，使用済燃料プールからの燃料取り出し設備，その

他安全確保設備等のうち，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に係る機械設備，建

築設備の設計，建設・設置，保守管理及び運転管理に関する業務を行う。 

（６）燃料デブリ取り出しプログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，燃

料デブリ取り出しに関する設備，原子炉圧力容器・格納容器注水設備（ろ過水タン

ク，純水タンク，原水地下タンクに係る機械設備の保守管理に関する業務を除く。），

原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備，原子炉格納容器内窒素封入設備，原

子炉格納容器ガス管理設備，３号機原子炉格納容器内取水設備のプロジェクトの計

画及び管理並びにこれらに係る機械設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する

業務を行う。 

（７）廃棄物対策プログラム部は，その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の

管理施設等，大型廃棄物保管庫のプロジェクトの計画及び管理，放射性固体廃棄物

等の管理施設等（雑固体廃棄物焼却設備，増設雑固体廃棄物焼却設備を除く。），大

型廃棄物保管庫に係る機械設備の設計並びに放射性物質分析・研究施設のプロジェ

クトの計画及び管理，設計及び建設・設置の統括管理に関する業務を行う。また，

その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設（サイトバンカを除

く。），大型廃棄物保管庫の運転管理並びに放射性固体廃棄物等の管理施設，大型廃

棄物保管庫の放射性固体廃棄物等の管理に関する業務を行う。 
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（８）敷地全般管理・対応プログラム部は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，屋外エ

リアのプロジェクトの計画及び管理に関する業務を行う。（プール燃料取り出しプロ

グラム部が所管する業務を除く。） 

（９）運用部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等の運転管理に関する業務を行う。（プール燃料取り出しプログ

ラム部，廃棄物対策プログラム部，土木部，水処理センターが所管する業務を除く。） 

（10）機械部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等に係る機械設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業

務を行う。（汚染水対策プログラム部，プール燃料取り出しプログラム部，燃料デブ

リ取り出しプログラム部，廃棄物対策プログラム部，水処理センターが所管する業

務を除く。） 

（11）電気・計装部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子

炉施設，その他安全確保設備等に係る電気設備，計装設備の設計，建設・設置及び

保守管理に関する業務を行う。（放射線・環境部，水処理センターが所管する業務を

除く。） 

（12）土木部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等に係る土木設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業

務を行う。（水処理センターが所管する業務を除く。）また，１～４号炉に係る安全

確保設備等のうち，サブドレン他水処理施設（地下水ドレン集水設備に限る。）の運

転管理に関する業務を行う。 

（13）建築部は，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等に係る建築設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業

務を行う。（プール燃料取り出しプログラム部が所管する業務を除く。） 

（14）放射線・環境部は，放射線管理，液体・気体放射性廃棄物管理，放射能・化学分析

等，放射性物質分析・研究施設の保安管理の統括管理に関する業務を行う。また，

その他安全確保設備等のうち，放射線管理関係設備等（モニタリングポストに限る。）

の設計，建設・設置，保守管理並びに分析設備等の保守管理に関する業務を行う。 

（15）防災安全部は，防災安全及び原子力防災の総括に関する業務を行う。 

（16）水処理センターは，１～４号炉の汚染水及び滞留水の移送，処理，貯留及び多核種

除去設備等により，トリチウム以外の放射性物質を告示濃度限度比総和１未満まで

浄化処理した水の移送，貯留，放出の運転計画，１～４号炉に係る安全確保設備等

のうち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留している建屋，多核種除去設備等，サブ

ドレン他水処理施設，雨水処理設備等，ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備に係る機械設

備の設計，建設・設置及び保守管理，ゼオライト土嚢等処理設備に係る機械設備，

計装設備の建設・設置，保守管理及び運転管理並びに汚染水処理設備等（貯留設備

に限る。）に係る土木設備の保守管理に関する業務を行う。また，その他安全確保設
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備等のうち，油処理装置に係る機械設備の設計，建設・設置，保守管理及び運転管

理並びにモバイル型ストロンチウム除去装置等，第二モバイル型ストロンチウム除

去装置等，放水路浄化設備（計装設備を除く。）に係る機械設備，電気設備，計装設

備の保守管理に関する業務を行う。 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

（１）プロジェクトマネジメント室長及び廃炉安全・品質室長は，廃炉・汚染水対策最高

責任者を補佐し，廃炉・汚染水対策最高責任者が各組織を指導監督するための報告

及び助言を行うとともに，発電所組織が業務を行うための支援及び助言を行う。ま

た，第４条の定めのとおり，当該室が所管するグループの業務を統括管理する。 

（２）本社各部長（原子力人財育成センター所長を含む。）は，廃炉・汚染水対策最高責任

者を補佐し，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括管理

する。 

（３）業務統括室長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管するグループの業務

を統括管理する。 

（４）各プログラム部長は，所長を補佐し，所管するグループの業務を統括管理する。 

（５）施設管理センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の

業務を統括管理する。 

（６）防災・放射線センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各

部の業務を統括管理する。 

（７）水処理センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管するグループ

の業務を統括管理する。 

（８）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括

管理する。 

（９）本社廃炉安全・品質室各グループマネージャー及び発電所各グループマネージャー

（以下「各ＧＭ」といい，当直長を含む。）は，グループ員（当直員を含む。）を指

示・指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管業務に基づき緊急時の措置，

保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

（10）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 
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（原子力発電保安運営委員会） 

第７条  

発電所に原子力発電保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確

認する。ただし，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

（１）保安管理体制に関する事項 

（２）運転管理に関する事項 

（３）燃料管理に関する事項 

（４）放射性廃棄物管理に関する事項 

（５）放射線管理に関する事項 

（６）施設管理に関する事項 

（７）原子炉施設の改造に関する事項 

（８）緊急時における運転操作に関する事項 

３．所長を委員長とする。 

４．運営委員会は，委員長，廃炉安全・品質室長，施設管理センター所長，原子炉主任技

術者，電気主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長が指名した者で構成する。 
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（５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）で発生した廃棄物の管理） 

第８７条の４ 

多核種除去設備ＧＭは，表８７の４－１に定める放射性廃棄物を定められた貯蔵施設に

貯蔵する。 

２．多核種除去設備ＧＭは，表８７の４－１に定める貯蔵施設において次の事項を確認す

るとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）放射性廃棄物の貯蔵状況を１週間に１回確認する。 

３．５・６号機械設備ＧＭは，５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄化装置で使用し

たキレート樹脂及びゼオライト並びに淡水化装置で使用した逆浸透膜及びフィルタ類を

固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定す

る。 

４．廃棄物対策プログラム部長は，表８７の４－２に定める貯蔵箇所において次の事項を

確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）廃棄物の貯蔵状況を確認するために，１週間に１回貯蔵箇所を巡視するとともに，

１ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（２）空間線量率及び空気中放射性物質濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結

果を表示する。 

 

表８７の４－１ 

放射性廃棄物の種類 貯蔵施設 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄

化ユニットで使用したセシウム／ストロン

チウム同時吸着材吸着塔 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

 

表８７の４－２ 

廃棄物の種類 貯蔵箇所 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄

化装置で使用したキレート樹脂及びゼオラ

イト 
固体廃棄物貯蔵庫 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）淡

水化装置で使用した逆浸透膜及びフィルタ

類 
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附  則 

 

附則（                       ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から６０日以内に施行する。 

 

附則（令和８年５月１８日 原規規発第 2605181 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第８９条の表８９－１における固体廃棄物貯蔵庫第１１棟排気口から放出される放射

性気体廃棄物の管理については，固体廃棄物貯蔵庫第１１棟の運用を開始した時点から

適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び固体廃棄物貯蔵庫第１１棟の管理区域図面並びに

添付２（管理対象区域図）の全体図及び固体廃棄物貯蔵庫第１１棟の管理対象区域図面

の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間

は従前の例による。 

 

附則（令和８年３月２３日 原規規発第 2603231 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第８７条の２については，非管理区域又は汚染のおそれのない管理対象区域から発生

する廃棄物を構外へ搬出しようとする日から適用する。 

 

附則（令和８年２月２４日 原規規発第 2602241 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４条については，原子力規制委員会の認可を受けた後，配電・電路グループの組織

変更を行う日から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第９条，第１１条，第５５条，第７２条，第７３条，第７４条，第７５条，第１１８

条，第１２０条及び第１２１条については，原子力規制委員会の認可を受けた後，東京

電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関す

る規則の一部を改正する規則の施行日から適用することとし，それまでの間は従前の例

による。 

 

附則（令和７年１２月８日 原規規発第 2512082 号） 

（施行期日） 
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第１条 

２．添付２（管理対象区域図）の全体図における瓦礫類一時保管エリアの変更は，それぞ

れの区域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和７年１１月１８日 原規規発第 2511183 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条のうち，ゼオライト土嚢等処理設備については，ゼオライト土嚢等処理設備の

運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和７年３月２８日 原規規発第 2503282 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図については，

それぞれの区域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和６年１２月１８日 原規規発第 24121811 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，放射性物質分析・研究施設第２棟の運用を開始した時点から適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和６年４月２２日 原規規発第 2404223 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，化

学分析棟の増床部の運用開始をもって適用することとし，それまでの間は従前の例によ

る。 

 

附則（令和２年８月３日 原規規発第 2008037 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図における免震重要棟及び入退域管理棟，添付２（管理

対象区域図）の全体図における免震重要棟及び入退域管理棟並びに免震重要棟及び入退

域管理棟の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 



Ⅲ-2-附則-3 

 

附則（令和２年５月２７日 原規規発第 2005271 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，大型廃棄物保管庫の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理区域図面並びに添付２（管

理対象区域図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理対象区域図面の変更は，それぞれ

の区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 



2026年 7月 3日 

東京電力ホールディングス株式会社 

「福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」 の変更認可の申請 

に関する核セキュリティ及び保障措置への影響について 

＜申請書＞ 

申請件名 福島第一原子力発電所におけるセンター体制の一部見直し 

申請概要 
福島第一原子力発電所内の組織間のインターフェイスロスを削減し，意思決定を迅速かつ柔軟に実施することを目的に組織

の変更を行う。 
 

上記の申請に関する核セキュリティ及び保障措置への影響の有無についての確認結果を以下に示す。 
 

＜核セキュリティ及び保障措置への影響の有無＞ 

確認項目 影響の有無 備考 

核セキュリティへの影響 

① 防護対象の追加等による影響の有無 
無 

防護対象の追加等はないた

め、影響無し。 

② 侵入防止対策に係る性能への影響の有無 

無 

防護設備及び監視体制に変

更を及ぼすものではないた

め、影響無し。 

保障措置への影響 

① 設計情報質問表（DIQ:Design Information Questionnaire）

への影響の有無 
有 

DIQ の組織図に変更があ

るため、影響有り。 

② 査察機器の移設又は新規設置の有無 
無 

既存の査察機器との干渉が

ないため、影響無し。 

③ サイト内建物報告の観点から，恒久的な建物・構造物の新設

の有無 
無 

既報告の内容に変更がない

ため、影響無し。 

④ 既存の査察実施方針への影響の有無 
無 

既存の IAEA 査察内容（施

策）での対応可能。 


